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午後３時００分開会 

○委員長  ただいまから平成２７年第１回足立区教

育委員会定例会を開会いたします。 

 本日の出席議員数は、定足数であります。よっ

て、会議は成立いたします。 

○庶務係長  委員長、連絡事項が先にございますの

で、よろしいでしょうか。 

○委員長  庶務係長。 

○庶務係長  本日の資料につきまして、一部訂正が

ございますので、先に御連絡をさせていただきま

す。 

 初めに、日程第６、第６号議案について、内容

に一部修正がありましたので、席上に配付してあ

ります資料に差し替えをお願いいたします。 

 次に、報告事項の⑤で、当初、子育てサービス

の関係につきまして予定しておりましたが、かわ

りに新田地域における認可保育所の関係の報告と

いたします。資料は、別紙で席上に配付物してお

ります。 

 もう一点、報告事項の⑥の千住地域における認

可保育所開設の関係についてでございますが、こ

ちらも資料の差し替えをお願いいたします。資料

は、別で席上配付をしてありますので、よろしく

お願いいたします。 

 以上であります。 

○委員長  それでは、これより審議に入ります。 

 初めに、会議録署名委員の指名をいたします。 

 本日の会議録署名に、小川清美委員、小川正人

委員をご指名いたしますので、よろしくお願いを

いたします。 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  それでは、日程第１、第１号議案を議題

といたします。 

 庶務係長。 

○庶務係長  日程第１、第１号議案足立区教育委員

会教育長の勤務条件及び職務に専念する義務の特

例に関する条例の進達について。 

 以上。 

○委員長  第１号議案について、石居学校教育部長

から説明をお願いいたします。 

 学校教育部長。 

○学校教育部長  では、お手元の資料３ページの議

案説明資料をお願いいたします。 

 件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

 教育委員会教育長の勤務条件及び職務に専念す

る義務の特例を一つの条例として規定するために、

進達するものでございます。 

 制定理由ですが、まず、（１）の教育長の勤務

条件でございますが、教育長が一般職から特別職

に変更になりまして、教育公務員特例法第１６条

が削除されたことに伴う規定を整備する必要がご

ざいます。 

 また、（２）といたしまして、職務専念義務の

免除でございますが、教育長は、特別職でござい

ますが、一般職とは別途、職務専念義務の免除の

特例を定める必要がございます。 

 ３の主な内容でございますが、（１）といたし

まして、勤務条件といたしまして、勤務時間、そ

の他の勤務条件は一般職の職員の例によることと

したこと、（２）として、職務専念義務の免除に

ついて、①から③までを免除される場合といたし

たものでございます。 

 施行年月日につきましては、新たに教育長が任

命される日から適用するということでございます。 

○委員長  ただいま説明がありましたので、これよ

り本案の審議に入ります。 

 第１号議案について、ご質問、ご意見がありま

したら、委員のご発言をお願いいたします。 

 小川委員。 

○小川正人委員  新しい教育委員会がスタートする

ということで、教育長の特別職化に対応したこの

規定については、内容的には了承するのですが、
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一般職の職員と比較した場合、主に職務専念の義

務の免除の規定が、教育長の職務内容に即した義

務の免除になるのですか。例えば、講演会の講師

を行う場合というのは、確かに教育長というのは

個人でいろんな話をするので、あらかじめこうい

う義務の免除を規定しておくというのは理解でき

ますが、（２）の職員の厚生に関する計画の実施

に参加する場合の中身がよくわからないので説明

いただきたいのです。３については、教育委員会

が義務の免除を了解するという規定は、当然必要

であると思います。 

○委員長  教育政策課長。 

○教育政策課長  教育長の職務の専念義務の免除に

つきましては、当然、新しい教育長の職務の内容、

権限を鑑みて制定をさせていただいたものでござ

います。小川委員からお話ございました講演につ

きましても、新たな教育長は、講演の機会もあろ

うかと存じます。一般職の例による職務専念義務

ですと、８時３０分から１７時１５分まではきち

んと職務に専念するという形で義務づけられてお

りますので、こうしたところをきちんと出られる

ようにというところで制定させていただいたのが

第１号になります。 

 それから、職員の厚生に関する計画の実施に参

加する場合ですが、具体的には区が主催、あるい

は区と職員団体の共催、もしくは特別区の主催で

行われます元気回復事業、具体的には職員の文化

祭やバレーボール大会、あるいは特別区職員文化

祭、体育祭といったものに参加する場合に、一般

職員も職務専念の義務を免除されて参加をする形

になってございますので、これに準ずる形で制定

をさせていただいたところでございます。 

 以上です。 

○委員長  小川委員、よろしいですか。 

○小川正人委員  了解しました。 

○委員長  ほかにございますか。 

（なし） 

 他にないようですので、これより、第１号議案

足立区教育委員会教育長の勤務条件及び職務に専

念する義務の特例に関する条例の進達についてを

採決いたします。本案は、原案のとおり決するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

 挙手全員であります。よって、本案は、原案ど

おり可決を決することにいたします。 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  次に、日程第２、第２号議案を議題とい

たします。 

 庶務係長。 

○庶務係長  日程第２、第２号議案足立区教育に関

する事務の職務権限の特例に関する条例の一部を

改正する条例の進達について。 

 以上。 

○委員長  第２号議案について、石居学校教育部長

から説明をお願いいたします。 

 学校教育部長。 

○学校教育部長  お手元資料５ページの第２号議案

説明資料をお願いいたします。 

 件名、所管部課名は記載のとおりであります。 

 改正理由でございますが、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律の一部改正に伴い、条項の

運用部分を変更する必要があるためということで

ございます。 

 改正箇所でございますが、下段の新旧対照表を

見ていただきまして、引用条項として、２４条の

２第１項となっているところを、２３条第１項に

改めるというものでございます。 

 施行年月日については、２７年４月１日からで

ございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○委員長  ただいま説明がありましたので、これよ

り本案の審議に入ります。 
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 第２号議案について、ご質問、ご意見がありま

したら、議員のご発言をお願いいたします。 

 小川委員。 

○小川正人委員  今度の地教委法改正で条文が変わ

ることはわかります。教育委員会の所管事務など

含め幾つか条文が変わっていますね。それに関係

する条例改正は今回一緒にやらないのでしょうか。

どういうスケジュールで考えているでしょうか。 

○委員長  教育政策課長。 

○教育政策課長  委員のご指摘にございます法律の

条ずれに関します対応について、条例については、

今回ご提案差し上げるもののみでございます。あ

とは教育委員会規則で対応させていただきます。

規則の改正につきましては、本年３月第３回の定

例会でご提言差し上げる予定ということで、今、

準備を進めているところでございます。 

 以上です。 

○委員長  そのほかにございますか。 

（なし） 

 ほかにないようですので、これより、第２号議

案足立区教育に関する事務の職務権限の特例に関

する条例の一部を改正する条例の進達についてを

採決いたします。本案は、原案のとおり決するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

 挙手全員であります。よって、本案は、原案ど

おり議決することといたします。 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  次に、日程第３、第３議案を議題といた

します。 

 庶務係長。 

○庶務係長  日程第３、第３号議案足立区子ども・

子育て施設整備基金条例の進達について。 

 以上。 

○委員長  第３号議案について、三橋子ども家庭部

長から説明をお願いたします。 

 子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長  ９ページの第３号議案説明資料

に基づきまして説明させていただきます。 

 件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

 制定理由につきましては、２７年４月から新制

度が開始しまして、その中では、「子ども・子育

て支援法」に基づきまして、市町村子ども・子育

て支援事業計画をつくります。その中で定める施

設整備を確実に実施するため必要な財源を確保す

ることが目的でございます。 

 ２番、基金の内容につきましては、名称、足立

区子ども・子育て施設整備基金でございます。 

 期間につきましては、施行の日から平成３２年

３月３１日でございます。 

 使い道につきましては、計画に基づき設置しま

す、アは、足立区が自ら設置します子ども・子育

て施設の整備について、イにつきましては、事業

者が設置します子ども・子育ての施設、その整備

の助成についてでございます。 

 なお、子ども・子育て施設とは、計画に定める

教育及び保育のための施設でございます。 

 なお、金額につきましては、この計画期間が平

成２７年度から３１年度まで５年間ですが、その

間の施設整備で見込は約３１億円必要になります。

その中で補助金を除きますと、区の負担が約８億

８，０００万円ということでございますので、そ

の大半を確保できる財源を設立するということで、

今予算の調整をしているところでございます。 

 ３番、施行年月日については、公布の日から施

行するということでございまして、平成２７年第

１回区議会定例会に提案させていただいて、同時

に、基金に積み立てる金額を補正予算で提出する

予定でございます。 

 私からの説明は、以上です。 

○委員長  ただいま説明がありましたので、これよ

り本案の審議に入ります。 
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 第３号議案について、ご質問、ご意見がありま

したら、委員のご発言をお願いいたします。 

（なし） 

 ないようですので、これより第３号議案足立区

子ども・子育て施設整備基金条例の進達について

を採決いたします。本案は、原案のとおり決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

 挙手全員であります。よって、本案は、原案ど

おり議決をすることといたします。 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  次に、日程第４、第４号議案を議題とい

たします。 

 庶務係長。 

○庶務係長  日程第４、第４号議案足立区立認定こ

ども園条例の一部を改正する条例の進達について。 

 以上。 

○委員長  第３号議案について、三橋子ども家庭部

長から説明をお願いたします。 

 子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長  １３ページの第４号議案説明資

料に基づきまして、説明いたします。 

 件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

 改正理由、内容について一括して説明させてい

ただきます。 

 まず、２の（１）幼保連携型認定こども園に関

する改正でございます。設置根拠を変更するもの

でございまして、表を見ていただきたいと思いま

す。園名であります元宿こども園、鹿浜こども園、

これは幼保連携型こども園になりますが、その設

置根拠がその右の現行にありますとおり、①保育

所の設置の認可、②幼稚園の設置認可、それと、

認定こども園の運営というこの３つが根拠でござ

います。右の枠にいきまして、平成２７年４月以

降につきましては、幼保連携型認定こども園の設

置の１本になるという変更でございます。 

 なお、その下にあります、おおやたこども園に

ついては、保育所型認定こども園ということにな

りますので、右の枠のとおり、２７年４月以降に

ついて認可等の変更はないところでございます。 

 続きまして、②につきましては、保育・教育に

関する国の指針及び要領の変更でございます。次

のページの表を見ていただくとわかりやすいので

すが、幼保連携型こども園につきましては、現行

は、保育所保育指針と保育園教育要領、この２つ

に基づきまして保育を実施しますが、平成２７年

４月以降につきましては、幼保連携型認定こども

園教育・保育要領に基づいて保育を実施するとい

う内容でございます。 

 ちなみに、おおやたこども園につきましては、

幼保連携型と同じように、保育所保育指針と幼稚

園教育要領に基づき保育しますが、新制度に移り

ましたら、１の２と同様に、その下に米印でござ

いますが、幼保連携型認定こども園の教育・保育

要領を踏まえることが追加になるという変更でご

ざいます。 

 続きまして、その下の（２）児童福祉法改正に

伴う変更でございます。児童福祉法で、現行では

「保育の実施」という文言が、「保育の利用」と

いう形に変更することに基づきまして、「実施」

を「利用」に変更する内容でございます。 

 （３）につきましては、今回の設置根拠の変更

に伴いまして、その他の①から③の条例の表現も

変更になり、あわせて本条例の附則によって改正

するものでございます。 

 ３番、施行日につきましては、子ども・子育て

支援法の施行の日からということで、今のところ

２７年４月１日予定でございます。 

 私からの説明は、以上です。 

○委員長  ただいま説明がありましたので、これよ

り本案の審議に入ります。 

 第４号議案について、ご質問、ご意見がありま



 6

したら、委員のご発言をお願いいたします。 

（なし） 

 ないようですので、これより第４号議案足立区

立認定こども園条例の一部を改正する条例の進達

についてを採決いたします。本案は、原案のとお

り決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

 挙手全員であります。よって、本案は、原案ど

おり議決することにいたします。 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  次に、日程第５、第５号議案を議題とい

たします。 

 庶務係長。 

○庶務係長  日程第５、第５号議案足立区における

保育の実施等に関する条例の一部を改正する条例

の進達について。 

 以上。 

○委員長  第５号議案について、三橋子ども家庭部

長から説明をお願いたします。 

 子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長  資料２４ページの第５号議案説

明資料に基づきまして説明をさせていただきます。 

 件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

 改正理由、改正内容あわせて説明をさせていた

だきます。 

 まず、２の（１）でございます。児童福祉法改

正に伴う変更でございまして、先ほどの議案と同

じように、「保育の実施」という文言が「保育の

利用」に変わるという文言の訂正でございます。

例としては、保育の条例名から「保育の実施」を

「保育の利用」に変えるものでございます。 

 続きまして、（２）につきましては、足立区子

ども施設指定管理者等選定審査会の所掌事項の変

更でございます。これにつきましては、昨年６月

に、指定管理者制度に関する基本的な考え方につ

いて、区のマニュアルが改正されまして、モニタ

リング、いわゆる監視評価において外部委員を入

れた評価委員会において評価を行うこととなり、

今回外部委員がおります選定審査会において、こ

の評価を実施するという所掌事務を加えるもので

ございます。 

 （３）につきましては、保育所の民営化に伴う

変更でございまして、ここにありますとおり、東

谷中保育園と東栗原保育園が平成２７年４月１日

に民営化にするということでここを削除する内容

でございます。 

 続きまして、（４）でございます。本条例の変

更に伴う他の条例の変更ということで、①から③

の条例のところで、附則により改正するという内

容でございます。 

 施行日につきましては、子ども・子育て支援法

の施行日、今のところ２７年４月１日予定と、民

営化に伴う東谷中保育園と東栗原保育園の削除及

び足立区子ども施設指定管理者等選定委員会の所

掌事務の変更については、平成２７年４月１日か

らとするものでございます。 

 私からの説明は、以上です。 

○委員長  ただいま説明がありましたので、これよ

り本案の審議に入ります。 

 第５号議案について、ご質問、ご意見がありま

したら、委員のご発言をお願いいたします。 

（なし） 

 ないようですので、これより第５号議案足立区

における保育の実施等に関する条例の一部を改正

する条例の進達についてを採決いたします。本案

は、原案のとおり決することに賛成の方の挙手を

求めます。 

（賛成者挙手） 

 挙手全員であります。よって、本案は、原案ど

おり議決することにいたします。 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  次に、日程第６、第６号議案を議題とい
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たします。 

 庶務係長。 

○庶務係長  日程第６、第６号議案足立区保育施設

等の利用の調整に関する規則。 

 以上。 

○委員長  第６号議案についても、三橋子ども家庭

部長から説明をお願いたします。 

 子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長  こちらにつきましては、資料、

別冊の差し替え資料に基づきまして説明していき

ます。３枚目の表面の第６号議案説明資料をごら

んください。 

 選定の理由につきましては、今までは認可保育

所と区立認定こども園の長時間利用のみを選考の

対象として利用調整しておりましたが、新たな制

度では、私立認定こども園長時間利用と地域型保

育事業が追加されるところも含めて、区が利用調

整するための必要な対象手続等を規則で定めるも

のでございます。 

 表の一番右にありますとおり、現行では、認可

保育所と区立認定こども園長時間だけだったもの

が、全てその下の私立認定こども園長時間、地域

型保育事業をあわせて利用調整する内容でござい

ます。 

 ２番の主な規定内容につきましては、１番、利

用調整の対象につきましては、認可保育所、認定

こども園、地域型保育事業ということで、先ほど

の家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型

事業、居宅型保育事業、事業所内保育事業を対象

とするものでございます。 

 過去には、利用資格者につきましては、子ど

も・子育て支援法に基づく保育の必要性の認定を

受けた方、いわゆる２号認定、３号認定の方でご

ざいますが、こちらが利用の対象の資格者になり

ます。 

 （３）申し込み及び利用調整の手続につきまし

ては、まず、保護者の方が利用申し込みをしてい

ただきまして、児童福祉法のもとに規定に基づい

て利用調整を行い、③でございますが、利用調整

の結果を保護者及び対象施設の長に通知するもの

でございます。 

 施行日につきましては、子ども・子育て支援法

の施行の日からということで、今のところ、

２７年４月１日を予定しているところでございま

す。 

 なお、今保育の入所については、昨年度既に締

め切っており、今後この規則にのっとって調整し

た上で、２月上旬、利用調整結果の通知の発送に

向けて準備を進めるものでございます。 

 なお、本規則の改正に伴いまして、改正が必要

となる他の関連条例、規則等の改正をあわせて行

うものでございます。 

 私からの説明は、以上です。 

○委員長  ただいま説明がありましたので、これよ

り本案の審議に入ります。 

 第６号議案について、ご質問、ご意見がありま

したら、委員のご発言をお願いいたします。 

（なし） 

 ないようですので、これより第６号議案足立区

保育施設等の利用の調整に関する規則を採決いた

します。本案は、原案のとおり決することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

 挙手全員であります。よって、本案は、原案ど

おり議決することにいたします。 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  次に、日程第７、第７号議案を議題とい

たします。 

 庶務係長。 

○庶務係長  日程第７、第７号議案足立区地域学習

センター条例の一部を改正する条例の進達につい

て。 
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 以上。 

○委員長  第７号議案について、井元地域のちから

推進部長から説明をお願いいたします。 

 地域のちから推進部長。 

○地域のちから推進部長  説明資料３７ページをご

らんください。 

 件名は表記のとおりでございます。 

 これにつきましては、従来要綱で定めておりま

した生涯学習関連施設の指定管理者評価委員会を

条例で設置するために進達をお願いするものでご

ざいます。 

 新旧対照表につきましては、３８ページをごら

んください。 

 私の説明は、以上でございます。 

○委員長  ただいま説明がありましたので、これよ

り本案の審議に入ります。 

 第７号議案について、ご質問、ご意見がありま

したら、委員のご発言をお願いいたします。 

 小川委員。 

○小川正人委員  質問というか確認ですが、今まで

要綱で定めていたことを条例で定めるようにした

理由について説明ください。 

○委員長  地域文化課長。 

○地域文化課長  区では指定管理者の運営につきま

してガイドラインを定めてございます。この中で

評価について、今回区で統一した考え方をもちま

した。これまでは条例、規則、要綱などガイドラ

インの定めがばらばらでございましたが、評価と

いうのが非常に大事だろうということで、今回、

条例で定めさせていただくということにしたもの

でございます。 

○委員長  その他にございますか。 

（なし） 

 他にないようですので、これより第７号議案足

立区地域学習センター条例の一部を改正する条例

の進達についてを採決いたします。本案は、原案

のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

 挙手全員であります。よって、本案は、原案ど

おり議決することにいたします。 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  次に、日程第８、第８号議案を議題とい

たします。 

 庶務係長。 

○庶務係長  日程第８、第８号議案足立区生涯学習

センター条例の一部を改正する条例の進達につい

て。 

 以上。 

○委員長  第８号議案について、井元地域のちから

推進部長から説明をお願いいたします。 

 地域のちから推進部長。 

○地域のちから推進部長  説明資料４０ページでご

ざいます。第８号議案、件名は表記のとおりでご

ざいまして、先ほどの７号議案の関連でございま

す。生涯学習センターの評価を、先ほどご指摘い

ただきました生活学習関連施設の指定管理者評価

委員会にかけることができるという条例の改正で

ご ざ い ま す 。 新 旧 対 照 表 に つ き ま し て は 、

４１ページを参照いただきたいと思います。 

 以上です。 

○委員長  ただいま説明がありましたので、これよ

り本案の審議に入ります。 

 第８号議案について、ご質問、ご意見がありま

したら、委員のご発言をお願いいたします。 

（なし） 

 ないようですので、これより第８号議案足立区

生涯学習センター条例の一部を改正する条例の進

達についてを採決いたします。本案は、原案のと

おり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

 挙手全員であります。よって、本案は、原案ど

おり議決することといたします。 
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―――――――――◇―――――――― 

○委員長  次に、日程第９、第９号議案を議題とい

たします。 

 庶務係長。 

○庶務係長  日程第９、第９号議案足立区立図書館

条例の一部を改正する条例の進達について。 

 以上。 

○委員長  第９号議案について、井元地域のちから

推進部長から説明をお願いいたします。 

 地域のちから推進部長。 

○地域のちから推進部長  説明資料４３ページをご

らんください。 

 件名は表記のとおりでございまして、これも

７号議案との関連でございます。足立区立図書館

の評価を、生涯学習関連施設指定管理者評価委員

会で行うというための条例改正でございます。

４４ページに新旧対照表がございますので、こち

らを参照いただきたいと思います。 

 以上です。 

○委員長  ただいま説明がありましたので、これよ

り本案の審議に入ります。 

 第９号議案について、ご質問、ご意見がありま

したら、委員のご発言をお願いいたします。 

（なし） 

 ないようですので、これより第９号議案足立区

立図書館条例の一部を改正する条例の進達につい

てを採決いたします。本案は、原案のとおり決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

 挙手全員であります。よって、本案は、原案ど

おり議決することといたします。 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  次の議案ですが、第１０号議案と第

１１号議案につきまして、関連のある議案であり

ますので、一括して議題といたします。 

 庶務係長。 

○庶務係長  日程第１０、第１０号議案足立区東和

地域学習センターの指定管理者の指定の進達につ

いて、日程第１１、第１１号議案足立区立東和図

書館の指定管理者の指定の進達について。 

 以上。 

○委員長  第１０号議案並びに第１１号議案につい

て、井元地域のちから推進部長から説明をお願い

いたします。 

 地域のちから推進部長。 

○地域のちから推進部長  この東和地域学習セン

ター、東和図書館指定管理者につきましては、一

度募集を行いまして、指定の企業がいなかったと

いうことで再募集になったケースでございます。

東和地域学習センターと図書館は複合施設でござ

いますので、１０号、１１号一括して説明をさせ

ていただきます。 

 ４７ページをごらんください。選定業者につき

ましては、表記のとおり、ヤオキン・ＡＳＣＣ共

同事業体ということで指定をしたいということで

ございます。 

 評価の内容につきましては、４８ページに一覧

で結果を掲載しております。ヤオキン・ＡＳＣＣ

共同事業体と、もう一社の２社で競争になり、ヤ

オキン・ＡＳＣＣが指定になりました。 

 私からの説明は、以上でございます。 

○委員長  ただいま説明がありましたので、これよ

り本案の審議に入ります。 

 第１０号議案並びに第１１号議案について、ご

質問、ご意見がありましたら、委員のご発言をお

願いいたします。 

 小川委員。 

○小川正人委員  ２業者ということで、ヤオキン商

事株式会社というのは、どういう会社で、こうい

う指定管理関係の業務について、これまでどれだ

け実績があった会社なのかということを教えてい

ただきたいですし、Ｂ社の会社がどういう会社か
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というのも教えていただければと思います。 

○委員長  地域文化課長。 

○地域文化課長  ヤオキン商事につきましては、現

在も東和の地域学習センター及び図書館の指定管

理者で現行の業者でございます。指定管理者制度

が導入されて、民間事業者が初めて参入してくる

ときに、積極的に手を挙げられて、ここ約１０年

この指定管理業務を請け負っていただいておりま

す。地域や学校とも連携しながら、地域学習セン

ター、図書館、それから、スポーツ施設を運営し

ている会社でございます。 

 それから、もう一つ、選定に入ってきた業者で

ございますが、こちらは初めて指定管理業務の選

定に参入してみたいということでチャレンジをさ

れてきた業者でございます。ですので、実績とい

うところでは、ゼロ点になっておりますが、意欲

という面では、選定委員会でも非常に評価はして

おりました。ただ、実績やノウハウがなく、これ

からどうやっていったらいいのかというような迷

いの中で手を挙げてきたというような背景がござ

いましたので、少し点数的には伸びはございませ

んでした。これからこういった業務を担ってくれ

るのではないかという期待も持てるところでござ

いますので、こういった業者さんのご相談にも

我々はきちんと乗っていきたいと考えております。 

○委員長  他にございますか。 

（なし） 

 他にないようですので、これより第１０号議案

足立区東和地域学習センターの指定管理者の指定

の進達について、第１１号議案足立区立東和図書

館の指定管理者の指定の進達についてを採決いた

します。本案は、原案のとおり決することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

 挙手全員であります。よって、本案は、原案ど

おり議決することにいたします。 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  次に、議案第１２号議案を議題といたし

ます。 

 庶務係長。 

○庶務係長  日程第１２、第１２号議案足立区文化

財の登録について。 

 以上。 

○委員長  第１２議案について、井元地域のちから

推進部長から説明をお願いいたします。 

 地域のちから推進部長。 

○地域のちから推進部長  説明資料５０ページでご

ざいます。１２号議案、件名は表記のとおりでご

ざいます。 

 文化財保護審議会が開かれまして、文化財登録

についての答申がございましたので、今回諮問さ

せていただきます。 

 登録については、４件、表記のとおり、銅像阿

弥陀如来座像、１軀、千住・安養院に所蔵された

ものほか３件でございますが、それが今回文化財

登録として答申があった部分でございます。 

 私の説明は、以上であります。 

○委員長  ただいま説明がありましたので、これよ

り本案の審議に入ります。 

 第１２号議案について、ご質問、ご意見があり

ましたら、委員のご発言をお願いいたします。 

（なし） 

 ないようですので、これより第１２号議案足立

区文化財の登録についてを採決いたします。本案

は、原案のとおり決することに賛成の方の挙手を

求めます。 

（賛成者挙手） 

 挙手全員であります。よって、本案は、原案ど

おり議決することといたします。 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  次に、日程第１３、２６受理番号の１の

陳情について議題といたします。 
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 庶務係長。 

○庶務係長  日程第１３、２６受理番号１、平成

２８年度から使用する中学校教科書の採択にあた

り、日本の真実の歴史と文化及び家族の大切さを

理解し、適切な愛国心と道徳心を養いうる教科書

の選択を求める意見書。 

 以上。 

○委員長  この陳情につきましては、平成２６年第

１０回の定例会におきまして御審議いただき、以

降、継続審議となっております。その後、第

１０回定例会のときに説明いただいた内容につい

て変更などの動きがありましたら、関係所管の教

育指導室長により報告をお願いいたします。 

 教育指導室長。 

○教育指導室長  特に変更点ございません。 

○委員長  ただいまの説明のとおり変更点がないと

いうことですが、本案につきましてご意見等あり

ましたらお願いをいたします。 

 小川委員。 

○小川正人委員  これまでどおり、私は、この陳情

の中身については不適切な内容を含んでいるので、

採択にはふさわしくないと思っておりますので、

私は不採択の意思を表明したいと思います。 

 それと来年度、中学校の教科書の採択の時期に

もなりますし、そろそろ新年度に向けて本年度の

小学校の教科書採択の基準と手続等々を踏まえて、

新たな中学校教科書の採択の手続作業に入るべき

だと思います。そうした作業を進めていく過程の

中で、今回の陳情判の採択、不採択の判断も、新

年度を迎える前に教育委員会として行うべきだと

思いますので、意見は表明しておきたいと思いま

す。 

○委員長  ほかにご発言ありますか。 

（なし） 

 ないようですので、それでは、不採択とするこ

とに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

 それでは、継続審議とすることに賛成の方の挙

手を求めます。 

（賛成者挙手） 

 不採択１人、継続審議４人であります。よって、

本案は、継続審議とすることに議決をいたします。 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  それでは、続いて、報告事項に入ります。

ご質問等については、全ての報告が終わってから

まとめてお受けするようにいたします。 

 初めに、①から③について、浮津教育指導室長

にお願いいたします。 

 教育指導室長。 

○教育指導室長  それでは、５１ページをお開けく

ださい。 

 件名、所管部課名については記載のとおりです。 

 平成２６年度、東京都が実施をしました児童・

生徒体力・運動能力・生活運動習慣等調査の結果

がまとまりましたので、ご報告をさせていただき

たいと思います。 

 調査方式としては、全８種目、握力、上体起こ

し、長座体前屈、反復横とび、２０メートルシャ

トルラン・持久走、５０メートル走、立ち幅跳び、

ハンドボール、中学校はハンドボール、小学校は

ソフトボールとなっています。 

 調査の結果、概要として、体力・運動能力につ

いては、小学校において、９６項目中４５項目で

昨年度の区の平均を上回りました。また、２５項

目では、３年続けて平均値が向上いたしました。

３８項目では、東京都の平均を上回ったという状

況でございます。 

 中学校に関しては、５４項目中、３５項目で、

昨年度の区の平均値を上回りました。また、生活

運動習慣等については、小学校において、休み時

間や放課後に運動やスポーツをしていると回答し

た児童の割合が都の平均より高くなっております。
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また、運動やスポーツをもっとしたいと回答して

いる子どもの数が、６年生になると減ってくると

いう傾向が見られております。 

 中学校、６時間以上睡眠をとっていると回答し

た児童が、学年に上がるにつれて減少をしている

という状況が見られております。 

 中学校も運動やスポーツをもっとしたいと回答

した生徒の割合が、学年が上がるにつれて減少し

ている状況が見られております。 

 生活運動習慣については、昨年度とは余り大き

な変化は特に見られておりません。今年度、携帯

電話の使用時間等を調査しましたので、そういう

ものをもとに、また校長会や家庭への周知等をし

ながら、生活運動習慣の改善を図っていきたいと

思っております。 

 今後の方針としては、小学校で「握力」「柔軟

性」、小中学校で、「走力」「投力」というとこ

ろに課題が見られますので、改善に向けた取り組

みを行ってまいりたいと思います。 

 その後のＡ３版は概要版ですが、体力・運動能

力について、小学校、裏面が中学校、３枚目が生

活運動習慣になっております。 

 運動能力調査等については、以上です。 

 続きまして、５５ページ、第２回いじめアン

ケート集計結果の報告がまとまりましたので、ご

報告をさせていただきます。 

 実施期間は、１１月１日から３０日までの間に

実施をさせていただきました。児童生徒が家庭に

アンケートを持ち帰り、自宅で記載をし、専用の

封筒で学校に提出する形をとっております。 

 いじめの認知件数、下段が第１回目で認知した

件数、第２回が上という記載になっております。

２回目ですが、これは今年度いじめの認知件数と

いうことで、１回目を含んでいることもございま

す。第１回目が、４月から６月までの認知件数、

第２回は、４月から１１月までのものとなってお

ります。 

 第２回解消率が、小学校が８２％、中学校が

７７％となっております。 

 認知件数が増加していることについては、これ

まで取り組んでいるいじめの相談箱、アンケート、

スクールカウンセラーとの面談等の結果、増加を

したものと考えております。 

 ただ、認知件数、さらには解消率を上げていく

ことが重要であると思いますので、今後もその取

り組みを進めてまいりたいと思います。 

 裏面を見ていただきたいと思います。裏面に関

しては、この第２回の詳細について記載させてい

ただきました。下の２番の対応、冷やかしやから

かい等、それから、最後に友達がいじめられてい

るところを見たことがあるというような、１０項

目でアンケート調査をさせていただきました。 

 また、３番で、いやなことがあったときに相談

できる相手ということで、相談相手がふえている

という結果が出ております。今後、どういう人に

相談をしていくかということについても、また確

認をしてまいりたいと思います。 

 続きまして、５７ページ、学校事故報告につい

てです。 

 学校事故については、今月は、管理下で１件、

管理外３件、両方とも小学校で事故が発生をして

おります。 

 事故の内容、１件は学童保育からの帰り、それ

から、２件目が公園の帰りに交差点を渡ろうとし

て車両と接触、３件目が前方を確認しないまま看

板にぶつかってしまったということで、鼻骨骨折

の事案です。続いて、休み時間が、２０分休みに

鉄棒から落ちてしまって、頭部打撲と胸部を捻挫

というようなことです。 

 交通安全については、毎月繰り返し安全指導等

を行って、事故が減る、事故がない状況をふやし

てまいりたいと思っています。 
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 私からは、以上です。 

○委員長  次に、④について、鳥山子ども家庭課長、

お願いいたします。 

 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長  ５９ページをごらんください。 

 件名、所管部課名につきましては、記載のとお

りでございます。 

 子ども・子育て支援事業計画でございますが、

これについては５カ年の計画ということで、平成

２７年から３１年度という形で策定をしてまいり

ます。この策定に当たりまして３点考慮して作業

を進めてまいりました。 

 １点目が、就学前の子どもについては対象を絞

ってつくってまいりたい。２点目が、居所不明児

や子どもの貧困など、新たに解決すべき課題とい

うのが出ております。こういった部分も計画の中

に取り込んでいきたいということ。それから、

３点目といたしまして、足立区で進めております

基本構想や基本計画など上位の計画、それから、

重点プロジェクト推進戦略など、関連計画との整

合、連携を図り進めてまいっております。 

 計画の構成でございますが、①から⑤にわたっ

て定めるように法律の中では示されております。 

 特に、⑤のところ、教育・保育及び地域子ど

も・子育て支援事業の量の見込みと確保の方策及

びその実施時期などは、法定記載事項ということ

になってございます。その他のものについては、

任意の事項と位置づけられました。 

 そういうこともございまして、下のアになりま

すが、まず、法定記載事項につきまして先行して

定めてまいりたいということでございます。これ

については、新制度が始まります４月までに定め

ることになっておりますので、今年度中にまずこ

の部分を定め、パブリックコメントに付したいと

考えております。 

 ６０ページでございます。実際に今回計画に出

しております量の見込み等につきましては、実態

とまだ乖離している部分も幾つか散見してござい

ます。実態と実際の計画をきちんとあわせていく

というところで、今後も、毎年その数字の見直し

は進めていきたいと考えております。 

 今後のスケジュールでございますが、記載のと

おりでございます。 

 私からは、以上でございます。 

○委員長  次に、⑤から⑧について、荻原子ども・

子育て支援課長、お願いいたします。 

 子ども・子育て支援課長。 

○子ども・子育て支援課長  それでは、別紙追加資

料の新田地域における認可保育所の今後について

をごらんください。 

 新田地域における待機児童対策及び大規模集合

住宅対策として、区有地を活用した認可保育所の

公募を実施するものでございます。区有地名は、

地域包括支援センター新田の跡地でございます。

こちらの敷地面積５００平米を利用して今回公募

いたします。開設予定日は、平成２８年４月１日、

定員は６０名程度を予定しております。 

 スケジュールでございますが、１月下旬に運営

事業者を公募し、３月中旬に運営事業者を決定い

たします。そして、来年の４月１日に保育所開設

という予定で進めてまいります。 

 続いて、別紙差し替え資料の千住地域における

認可保育所の公募についてをごらんください。 

 所管部課名、記載のとおりでございます。 

 昨年８月から１１月にかけて、千住地域で保育

施設の公募を行いましたが、７０名定員の認可保

育所１所、それから、１５から１９名定員の小規

模保育室２室が不調となりました。その代替策と

して、今回認可保育所の公募を行うものです。 

 まず、区有地を活用した認可保育所の公募でご

ざいます。千住龍田児童遊園を普通財産に変更し

て、こちらに保育所を建設する予定になっており
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ます。敷地面積５６９．６８平米、開設予定日、

平成２８年４月１日でございます。定員８０名と

なっております。 

 スケジュールにつきましては、新田と同じよう

に、２７年１月下旬に運営事業者を公募し、３月

中旬に運営事業者決定、そして、２８年４月１日

に保育所開設するという予定でございます。 

 それとあわせて、民有地を活用した認可保育所

の公募も行います。これにつきましても、同じ

８０名程度の保育所を公募いたしまして、同じス

ケジュールで進めてまいります。 

 続いて、６２ページをごらんください。 

 件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

 梅田地域における認可保育所開設運営事業者の

決定について、東武鉄道から情報提供がありまし

たのでご報告いたします。 

 地区名でございますが、東武伊勢崎線梅島駅西

新井駅間の高架下でございます。事業者名につき

ましては、株式会社日本生科学研究所でございま

す。こちらは、同じ梅田地域で現在認証保育所を

運営しており、４月から認可保育所にかわる保育

所を運営している事業所でございます。 

 続いて、６３ページごらんください。 

 件名、所管部課名、記載のとおりでございます。 

 認可保育所・認定こども園・小規模保育、それ

から、家庭的保育の平成２７年４月入所申し込み

受付状況についての報告でございます。 

 保育所での受付につきましては９４３件、それ

から、福祉事務所での受付が５９７件、それから、

子ども・子育て支援課で１，６５９件ということ

で、また、１０月から１月申し込み待機者が

１ ， １ １ ６ 名 、 こ れ 全 て 加 え ま し て 、

４，３１５名の申し込みがございました。これに

つきましては、昨年に比べて５３１名の増となっ

ております。 

 増の要因でございますが、一つは、保育事業率

が年々高まっていることによる申込者の増と、後

は、小規模保育、それから、家庭的保育、私立認

定こども園の入所希望者も今回利用調整の対象と

なりましたことによる増と考えております。 

 私からは、以上でございます。 

○委員長  次に、⑨について、橋本子ども・子育て

施設課長、お願いいたします。 

 子ども・子育て施設課長。 

○子ども・子育て施設課長  報告資料の６４ページ

をお開けください。 

 件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

 家庭福祉員、いわゆる保育ママの募集をいたし

ました。７月１０日から８月２０日の間のこの募

集で、１０名の応募がまずございました。そのう

ちの７名が養成研修に進みました。これは、第

２期の募集でございますが、第１期の養成で、こ

の研修、未受講者が１名おりその７名と１名を含

めた８名で研修修了したものでございますが、そ

のうち認定審査会を経て７名の認定がございまし

た。１番のところのうち３名、豊田千恵子、品田

純子、山中萌、この３名がこの２月からの開業と

いうことで、あすからホームページに募集の掲載

をする予定でございます。 

 続きまして、２番目、こちらの４名、中村和代、

梅津真帆、大森幸子、長谷川裕子、この４名がこ

の４月からの開業予定でございます。この４月か

らは家庭的保育事業という新制度下における事業

に位置づけられ、家庭的保育者として保育事業を

実施するものでございます。 

 この４月に向けた入所の利用を不承諾になる人

が予定されておりますので、２月の追加選考の中

で、この４月に向けた開業での募集を開始するも

のでございます。 

 以上でございます。 

○委員長  次に、⑩について、飯塚中央図書館長、

お願いいたします。 
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 中央図書館長。 

○中央図書館長  それでは、説明させていただきま

す。 

 件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

 現在、中央図書館につきましては、一部業務委

託を行っていますが、次の期間の委託事業者を選

定するに当たりまして、公募型プロポーザル選定

を実施したところでございます。 

 １のところですが、事業者名として、シダック

ス大新東ヒューマンサービス株式会社に決定いた

しました。 

 選定結果でございます。申し込み期限までに

３社の申し込みがございました。こちらの３社に

基づきまして、書類審査、プレゼンテーションに

よる選考を実施したところでございます。 

 ２の（１）でございます。書類審査につきまし

ては、記載の日付のとおり行いまして、３社とも

ここは通過させていただきました。 

 （２）のプレゼンテーションにおきまして、業

者を決定したものでございます。 

 順位については、（３）の記載のとおりでござ

います。 

 それから、（４）委員の構成につきましても、

合計６名で、記載のとおりでございます。 

 ３番目の業務期間でございますが、こちらは、

今年の４月１日から来年の３月３１日までの１年

間となっておりますが、業務成績が良好な場合に

つきまして、２回まで更新可能としておりますの

で、期間としては、３年間をとらせていただいて

おります。 

 一番下でございますが、今回、委託に関しては、

東京電機大学の受け渡し窓口につきましても、シ

ダックスさんにお願いするという形で、この部分

だけ従前と異なり、委託の範囲が広がり、拡大し

ております。 

 次のページ、６６ページのところでございます。

Ａ３の資料になりますが、こちらの一次審査の書

類を使った資料を提示させていただいております。

例えば、経営の安定性の項目を見ていただきます

と、配点１０点と書いてございますが、こちらは

評価Ａの項目が１０点と、それから、Ｂで７点、

それから、Ｃで４点、Ｄはゼロ点という形で点数

を配分しまして、６人合計で６０点というのが右

に書いてございます。以下、同じような項目でご

ざいます。 

 こちらは、一次の書類審査でございまして、裏

面の資料２をごらんいただきたいと思います。

ページ数で６７ページになります。こちらがプレ

ゼンテーションに使った審査の書類です。 

 一番上の取り組みの方針（ア）を見ますと、

１５の配点がございまして、評価Ａが１５、それ

から、Ｂが１０と、それから、評価Ｃが５、Ｄが

ゼロという形で、こちらで６名の審査でお願いし

ておりますので、配点は９０の合計で、以下、点

数が決まってきたということになります。 

○委員長  ただいま各関係所管から報告事項があり

ました。これらの件につきまして、各委員から質疑、

ご意見がありましたら、ご発言をお願いいたします。 

 小川委員。 

○小川正人委員  質問とお願いなのですが、一つは、

東京都の体力・能力調査生活等々の調査の結果、

体力等々については、足立区の児童生徒の向上

等々が見られて良いと思いながら読んでいたので

すが、生活運動習慣のこの項目は正直に言ってシ

ョッキングなデータが出ています。特に、中学２、

３年生の１日のテレビの視聴時間と携帯等の使用

時間が、いろんな全国的な統計等々と比較しても、

少し問題がある数字であると思います。 

 中学校２年、３年でテレビ視聴が２時間以上、

３時間以上と、携帯等の使用時間が、これも２時

間以上、３時間以上で、この子どもたちは、テレ

ビ視聴と携帯電話で自宅におけるほとんど１日の
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生活が終わってしまうというような状況です。中

学校２年、３年がこういう状況というのは、やは

り何らかの対応をとらざるを得ないなと感じまし

た。 

 そこで、詳細なデータは後日出していただいて

分析し、どのような取り組みをするのかは、定例

会というよりも、協議会で時間をとって分析した

方がいいと思うのです。教えてほしいのは、学校

別、地域単位でテレビ視聴時間や携帯の使用時間

は、かなり開きがあるのか、また、全国的に大体

同じような傾向なのか教えてほしいのです。２つ

目は、こういうテレビの視聴、携帯等の使用時間

等、学力テストの結果の相関関係がどうなってい

るのか。その辺をまだ分析していなければ、協議

会の場できちんとしたデータ等分析の結果を出し

ていただいて議論して、何らかの取り組みをして

いく必要があると感じました。 

 ２つ目は、いじめアンケートで、いろんな成果

が出ていると思うのですが、これも、詳細なデー

タ等々を協議会に出していただいて、この間のい

じめ防止の対策推進法に即して、区及び各学校で

も委員会をつくって取り組みをしていると思うの

ですが、その辺の成果、取り組みなども教えてほ

しいと思います。ここでは認知件数と解消の件数

が、学校単位でどれくらいの差があるのかという

状況や、認知件数とか解消件数の高い学校は、大

体どういう学校で、どういう取り組みしているの

か、また逆に、低い学校の状況があれば、その問

題なども教えていただければと思います。 

○委員長  教育指導室長。 

○教育指導室長  ご質問についてお答えさせていた

だきます。体力調査、生活運動習慣については、

学校ごとのデータがございます。それを元にこの

後調べ、ご説明をさせていただきたい思っていま

す。 

 おおむね全てまとめて、区全体の傾向という形

で出させていただいています。それについては、

改めてご説明させていただきますが、全て同じと

いう状況ではございません。少し開きが出ており

ます。これも改めてご説明をさせていただきます。 

 いじめの解消率についても、各学校、いじめの

委員会を立ち上げております。いじめの認知、そ

れから、学校全体で対応すると取り組みは進んで

いるところでございます。ただ、内容によっては

解消に至らないというところですので、これも学

校ごとのまとめがございますので、それをもとに、

方向性をご提示させていただきます。 

 以上です。 

○委員長  小川清美委員。 

○小川清美委員  私からは、報告の中の梅田地域に

おける認可保育所開設・運営事業者の決定につい

てです。梅島駅と西新井間の高架下に保育所が開

設されることは決定されたようなのですが、一番

してほしくないところにつくられる。認可した後

では仕方がないのですが、子どもたちが１日中い

るところですから、騒音対策や環境をどう考えこ

こにオーケーを出されたのか少し聞きたいと思い

ます。場所さえあればどこでもいいというふうに

なっていきますので、そういうことは足立区はや

ってほしくないというのが、私の教育委員として

の切なる願いであるのです。これからは対策やど

ういう環境を設定していく予定なのか、今後の指

導について教えてください。 

○委員長  子ども・子育て支援課長。 

○子ども・子育て支援課長  今の委員ご指摘のよう

に、特に、騒音や振動の心配は私どももしてまい

りました。一度小田急線の高架下で保育所をして

いるところがございまして、視察しましたところ、

特に気にならないぐらい振動や騒音がないという

体験をしてまいりました。そちらは、対策をきち

んとすれば対処できると考えておりますので、そ

れは、東武鉄道に、振動、騒音が起きないように、
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これから要請してまいりたいと思います。 

 そして、また、場所的にはすぐ前が公園に面し

ており、園庭等の確保もできるようになっており

ます。接道についても、公園の一部を使うことに

よりまして、避難等についてもきちんとできるよ

うな体制も実施しているところでございます。 

 今後も、東武鉄道、それから、事業者含めまし

て協議する中で、適切な保育運営ができるように

努めてまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○委員長  よろしいですか。 

○小川清美委員  今後指導するということですので、

楽しみにしております。 

○子ども・子育て支援課長  よろしくお願いします。 

○委員長  そのほかにございますか。 

 教育長。 

○教育長  先ほどの小川委員からお話があった、体

力調査や生活運動習慣は、私に報告があったのは

最近のことですので、これから学校ごとの分析を

して、先ほど委員からのご提案というか、ご意見

のあった委員協議会などで詳しく内容をチェック

し、必要な対策をとる必要があれば、どういう対

策か可能なのか、この辺もぜひ協議をしていただ

きたいと思います。この中で少し私も気がついた

のが、生活習慣で、小学校の３年、４年の睡眠時

間とテレビの１日の視聴率を見ると、その前後と

比べ、この２つの学年がくっと上がっているので

す。これも何か理由があるのかと考えますので、

こういった分析も含めて、委員協議会の中で議論

をしていきたいと思います。 

 それから、小川清美委員のご指摘のあった高架

下ですが、これも私自身、現場を見て、場所が場

所ですので、騒音等いろいろ心配がありますので

チェックをいたしました。なかなかこの地域は待

機児が多く、その一方で場所が確保できないとい

う課題の中で、ある程度やむを得ない選択という

部分もありますが、十分にその騒音対策をすると

いうことと、先ほど担当課長から説明があったと

おり、かなり広い公園に面している状態ですので、

そこをフルに活用した保育も一方では期待できる

こともあります。いずれにしても、子どもたちの

環境の確保を留意しながら、進めていきたいと考

えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○委員長  桑原委員。 

○桑原委員  私も２点ほどお聞きしたいことがあり

ます。一つが意見ですが、お聞きしたいことは、

今、教育長のおっしゃっていた運動能力と生活習

慣のところで、レーダーチャートが載っていまし

た。これを拝見すると、小学校は、五、六年あた

りから、東京都の点線の中に入っていくような感

じするというのと、中学校を拝見すると、ほとん

ど東京都の平均の中あり、委員協議会で対策等を

話し合うということになりよかったと思います。

あと気になったのは、東京都の平均というか、そ

こを目指しているということでよろしいのですね。 

 もう一つ意見ですが、いじめアンケートの

５６ページです。２番の内訳の表があるのですが、

この中の２番の８番、パソコンや携帯電話でいや

なことを書かれる・されるというところが、数字

的に大きくなっているという捉え方をしまして、

この対策で、以前、ＰＴＡ小学校連合会で、「こ

ころの東京革命」でファミリｅルールをＰＴＡと

してやったということがあり、インターネット、

スマートフォン、特に、ファミリｅルールの内容

は変わったと聞きましたので、私個人の意見です

が、改めて小学校ＰＴＡ連合会と中学校ＰＴＡ連

合会に、保護者向けにこういったことを学習して

いこうという意見を申し上げていきたいと思って

おります。 

 以上です。 

○委員長  教育指導室長。 
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○教育指導室長  ご質問の体力・運動能力について

ですが、委員お話のように、区として毎年体力が

上がっていますが、やみくもにそれを上げるとい

うよりも、やはり目標があったほうがいいという

ことですので、やはり、ここにあるように、ある

程度東京都が平均的なところを捉えながら、そこ

に向かって体力も上げていくという形で進めてい

るところでございます。 

 以上です。 

○委員長  小川清美委員。 

○小川清美委員  こういうときにいつも聞くのです

が、足立区立中央図書館の業務委託で、シダック

スに決められたということで、最初の書類審査で、

経営の安定性はＡ社が６０点で満点とっているの

です。シダックスは４２点、第２位なわけです。

結局、合計が第１次審査のところで３１１点とっ

ているのはＡ社だったのですが、実際に、ここで

具体的な説明を伺ったところでは、シダックスの

ほうが７１７点という高得点になって決まったの

ですが、第１次審査の配点と合計するというやり

方ではないのかなというのが１つ。あとは、Ａ社

でなくシダックスに絶対ここがいいと決められた

特徴というか、ポイントを教えてください。 

○委員長  中央図書館長。 

○中央図書館長  今のご質問でございますが、まず、

６６ページの資料の１の表で、経営の安定性の部

分でございますが、こちらにつきましては、確か

におっしゃるとおりＡ社が上回っております。こ

こについては、税理士の方に委託し財務諸表を確

認していただいた上で評価をしていただていると

いうことでございます。Ａ社は満点で、Ｂ社はＢ

評価で評価が下がるのですが、基本的には、評価

Ｂの段階でも一応標準と伺っております。この点

に関しては、確かにＡとＢの開きはあるのですが、

シダックスでも問題ないと委員の中では判断をい

ただいております。 

 それから、１次審査と、２次審査の点数の逆転

という部分は、正直申しますと、委員の中の評価

の点では、６７ページになりますが、一言で申し

ますと、シダックスは熱意が感じられました。Ａ

社につきましては、少しその辺の配慮が足りなか

ったというか、訴えるところが欠けていたところ

を評価いただいたというところになります。 

 あと一つ一つの提案が、シダックスの場合はき

め細かかったということや、Ａ社の場合について

は、例えば危機管理対策という項目も見ていただ

くとよくわかると思うのですが、ここについて、

総論的なことは確かにおっしゃっていただいて、

提案をいただいているところですが、具体策が少

し足りなかった部分で差がつき、委員さんの点数

に表れているというところでございます。 

 以上です。 

○小川清美委員  結局、第１次の点数と第２次の点

数を合計してないということです。第１次を通っ

たもので第２次でということですね。わかりまし

た。 

○委員長  そのほかにございますか。 

（なし） 

 他にないようですので、報告事項を終了いたし

ます。 

 そのほかにございますか。 

（なし） 

―――――――――◇―――――――― 

○委員長  それでは、以上をもちまして、本年第

１回教育委員会定例会を閉会いたします。 

 ありがとうございました。 

午後４時５分閉会 
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第１号議案 

   足立区教育委員会教育長の勤務条件及び職務に専念する義務の特

例に関する条例の進達について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年１月８日 

        提出者 足立区教育委員会教育長 青 木 光 夫 

 

   足立区教育委員会教育長の勤務条件及び職務に専念する義務の特

例に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、足立区教育委員会教育長（以下「教育長」とい

う。）の勤務条件及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号）第１１条第５項の規定に基づく職務

に専念する義務の特例について必要な事項を定めるものとする。 

 （勤務時間その他の勤務条件） 

第２条 教育長の勤務時間その他の勤務条件は、一般職の職員の例に

よる。 

 （職務に専念する義務の免除） 

第３条 教育長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、

あらかじめ足立区教育委員会（以下「教育委員会」という。）の承

認を得て、その職務に専念する義務を免除されることができる。 

（１） 講演会の講師を行う場合 

（２） 職員の厚生に関する計画の実施に参加する場合 

（３） 前２号に規定する場合を除くほか、教育委員会が認めた 

場合 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 



 （経過措置） 

２ この条例の規定は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

４条第１項の規定により任命される教育長から適用する。 

 

 （提案理由） 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴い、規定

を整備する必要があるので、この条例案を提出いたします。 



 

 

 

 

第 １ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２７年１月８日 

件   名 
足立区教育委員会教育長の勤務条件及び職務に専念する義務の特例に関する条

例の進達について 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

１ 概要 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、教育長の勤務条件

及び職務に専念する義務の特例を一つの条例として規定した。 

 

２ 制定理由 

（１）教育長の勤務条件 

今回の法改正により、教育長が一般職から特別職に変更となり、教育長の

勤務条件等の根拠規程であった教育公務員特例法第１６条が削除されたこ

とに伴い規程整備が必要であるため。 

（２）教育長の職務専念義務の免除 

改正法において、新教育長の職務専念義務について規定されているが、新

教育長は特別職であるため、一般職とは別途、職務専念義務の免除等の特

例を定める必要があるため。 

 

３ 主な内容 

（１）教育長の勤務条件について（第１条、第２条） 

教育長の勤務時間その他の勤務条件は一般職の職員の例によるとした。 

（２）職務専念義務の免除について（第３条） 

職務専念義務が免除される場合を以下のとおりとした。 

①講演会の講師を行う場合。 

②職員の厚生に関する計画の実施に参加する場合。 

③教育委員会が認めた場合。 

 

４ 施行年月日 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律第４条第

１項の規程に基づき教育長が任命される日から施行。 

 

 

 

 

今後の方針 
 

 
 



第２号議案 

   足立区教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例の一部を

改正する条例の進達について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年１月８日 

        提出者 足立区教育委員会教育長 青 木 光 夫 

 

   足立区教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例の一部を

改正する条例 

 足立区教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例（平成２３年

足立区条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 本則各号列記以外の部分中「第２４条の２第１項」を「第２３条第１

項」に改める。 

   付 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴い、規定を

整備する必要があるので、この条例案を提出いたします。 



 

 

 

 

第 ２ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２７年１月８日 

件   名 足立区教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例の一部を改正する条例 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

１ 改正理由 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴い、条項の引用部

分を変更する必要があるため。 

 

２ 改正箇所 

  本則引用部分、地方教育行政の組織及び運営に関する法律「第２４条の２第

１項」を「第２３条第１項」に改める。 

 

３ 施行年月日 

  平成２７年４月１日 

 

 ※新旧対照表 

 
 

現行 改正案 

○足立区教育に関する事務の職務権限

の特例に関する条例 

  

地方教育行政の組織及び運営に関する

法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 24 条

の２第１項の規定に基づき、次の各号に

掲げる教育に関する事務は、区長が管理

し、及び執行するものとする。 

(１) 省略 

(２) 省略 

 

付 則 省略 

○足立区教育に関する事務の職務権限

の特例に関する条例 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する

法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 23

条第１項の規定に基づき、次の各号に

掲げる教育に関する事務は、区長が管

理し、及び執行するものとする。 

(１) 省略 

(２) 省略 

 

付 則  

 この条例は、平成 27 年４月１日から

施行する。 

今後の方針 

 

教育委員会制度改革に伴い関係規則整備を行う。 

 
 



第３号議案 

   足立区子ども・子育て施設整備基金条例の進達について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年１月８日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 青 木 光 夫 

 

   足立区子ども・子育て施設整備基金条例 

 足立区子ども・子育て施設整備基金条例を次のように定める。 

 （設置） 

第１条 子ども・子育て施設の整備に係る資金に充てるため、足立区子ど

も・子育て施設整備基金（以下「基金」という。）を設置する。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

 （１） 事業計画 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第６１条第１項の規定に基づき定める子ども・子育て支援事業計

画をいう。 

 （２） 子ども・子育て施設 事業計画に定める教育及び保育のための

施設をいう。 

 （基金の使途） 

第３条 基金の使途は、事業計画に即して実施する次のものとする。 

 （１） 足立区による子ども・子育て施設の整備 

 （２） 事業者による子ども・子育て施設の整備に対する助成 

（積立て等） 

第４条 基金として積み立てる額は、足立区一般会計歳入歳出予算（以下

「予算」という。）の定めるところによる。 

２ 前条に規定する目的のために区になされた寄付金は、基金に組み入れ



ることができる。 

（管理） 

第５条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利

な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代

えることができる。 

（運用益金の処理） 

第６条 基金の運用から生じる収益は、予算に計上して、この基金に繰り

入れるものとする。 

（繰替運用） 

第７条 区長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、

期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用

することができる。 

（処分） 

第８条 区長は、必要があると認めるときは、基金の一部又は全部を子ど

も・子育て施設整備資金として処分することができる。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、基金の管理について必要な事項は、

区長が別に定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（失効） 

２ この条例は、平成３２年３月３１日限り、その効力を失う。この場合

において、基金に残額があるときは、当該基金の残額を予算に計上して、

一般会計に繰り入れるものとする。 

 



（提案理由） 

 子ども・子育て施設の整備に充てる資金として基金を設置するため、

この条例案を提出いたします。 



 

 

第 ３ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２７年１月８日 

件   名 足立区子ども・子育て施設整備基金条例の進達について 

所管部課名 子ども家庭部 子ども家庭課 

内   容 

１ 制定理由 

平成２７年４月に施行する「子ども・子育て支援法」では、教育・保育等の提

供体制の確保内容及びその実施時期等を盛り込んだ「市町村子ども・子育て支援

事業計画」を定めるものとしている。（第６１条） 

この計画に基づき教育・保育施設等の整備を確実に実施する必要があるため、

新たに基金を設置し、施設整備に必要な財源を確保する。 

 

２ 基金の内容 

 （１）名称 

    足立区子ども・子育て施設整備基金 

 （２）期間 

    施行の日から平成３２年３月３１日まで 

 （３）使途 

    子ども・子育て支援事業計画に即して実施する次のもの 

ア 足立区による子ども・子育て施設の整備 

     イ 事業者による子ども・子育て施設の整備に対する助成 

※ 子ども・子育て施設とは、子ども・子育て支援事業計画に定める教育

及び保育のための施設をいう。 

 

３ 施行年月日 

公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 
平成２７年第１回区議会定例会に、当条例案と同時に、基金に積み立てる金額を盛

り込んだ補正予算案を提出し、今年度中に基金に原資を積み立てる予定である。 

 



第４号議案 

   足立区立認定こども園条例の一部を改正する条例の進達について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年１月８日 

      提出者 足立区教育委員会教育長 青 木 光 夫 

 

   足立区立認定こども園条例の一部を改正する条例 

 足立区立認定こども園条例（平成２３年足立区条例第３５号）の一部を

次のように改正する。 

 第１条中「学校教育法（昭和２２年法律第２６号）により設置する幼

稚園及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）により設置する保育

所を、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関

する法律（平成１８年法律第７７号。以下「法」という。）の規定に基

づき、足立区立認定こども園（以下「認定こども園」という。）として

認定を受け」を「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「法」という。）

の規定に基づく足立区立認定こども園（以下「認定こども園」という。）

の設置及び運営について定め」に改める。 

 第３条を削り、第２条第２項の表中「足立区立元宿こども園」の項及

び「足立区立鹿浜こども園」の項を削り、同条を第３条とし、第１条の

次に次の１条を加える。 

 （認定こども園の設置） 

第２条 法第１６条の規定に基づく認定こども園を設置する。 

２ 前項に定める認定こども園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

足立区立元宿こども園 第一園舎 

 足立区千住桜木一丁目１６番２号 



 第二園舎 

足立区千住元町３４番３－１０１号 

足立区立鹿浜こども園 第一園舎 

足立区鹿浜五丁目２５番１１号 

 第二園舎 

足立区鹿浜五丁目２４番４－１０１号 

 第４条中「前２条」を「前条」に改め、「及び区立幼稚園」を削り、

「次に定めるとおり」を「法第３条第１項及び第２項第２号の規定に基

づく」に改め、同条の表中「足立区立元宿こども園」の項、「足立区立

鹿浜こども園」の項及び「根拠法」の欄を削る。 

 第５条第１項第１号を次のように改める。 

 （１） 第２条に規定する園は法第１０条に基づく保育及び教育、前

条に規定する園は法第３条第２項第２号及び法第６条に基づく

保育及び教育（以下これらを「保育及び教育」という。） 

 第８条第１号中「長時間保育」を「長時間利用」に改め、同条第２号

中「短時間保育」を「短時間利用」に改める。 

 第１０条第１号中「長時間保育」を「長時間利用」に改め、同条第２

号中「短時間保育」を「短時間利用」に改める。 

 第１２条の見出し及び各号列記以外の部分中「教育の実施」を「教育

の利用」に改め、同条第１号及び第３号中「実施する」を「利用させる」

に改める。 

 第１３条各号列記以外の部分中「教育の実施」を「教育の利用」に改

める。 

 第１９条第１項中「短時間保育」を「短時間利用」に、「教育の実施」

を「教育の利用」に改め、同条第２項中「預かり保育の実施」を「預か

り保育」に改める。 

  付 則 

 （施行期日） 



１ この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の

施行の日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （足立区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一

部改正） 

２ 足立区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平

成１２年足立区条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「第４条」を「第２条」に改める。 

 （足立区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部改正） 

３ 足立区幼稚園教育職員の給与に関する条例（平成１２年足立区条例

第６０号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「第４条」を「第２条」に改める。 

 （足立区幼稚園教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一

部改正） 

４ 足立区幼稚園教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例（平

成１２年足立区条例第６１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「第４条」を「第２条」に改める。 

 

 （提案理由） 

 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律の改正に伴い、幼保連携型認定こども園の設置根拠が変更となるほ

か、児童福祉法の改正等に伴い、規定を整備する必要があるので、この

条例案を提出いたします。 



 

 

第 ４ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２７年１月８日 

件 名 足立区立認定こども園条例の一部を改正する条例の進達について 

所管部課名 子ども家庭部子ども家庭課 子ども・子育て支援課 子ども・子育て施設課 

内 容 

１ 改正の理由 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（以下「認定

こども園法」）の改正に伴い、幼保連携型認定こども園の設置根拠等の変更を行うほか、

児童福祉法の改正に伴う変更を行う。 

 

２ 改正の内容（主な改正点） 

（１）幼保連携型認定こども園に関する改正 

  ①設置根拠の変更 

幼保連携型認定こども園については、従来の①児童福祉法による｢保育所｣、②学校

教育法による｢幼稚園｣、③認定こども園法による｢認定こども園｣の 3 つの認可から 

認定こども園法による「認定こども園」の単一の認可に改正されたため、設置根拠の

変更を行う。また、保育所型認定こども園については、認可の変更はないが、認定こ

ども園法の項番号が改正されたため、併せて変更を行う。 

 

園名(類型) 現行 平成 27 年 4 月以降 

元宿こども園 

鹿浜こども園 

(幼保連携型 

認定こども園) 

以下の 3 つの認可等により､幼保連携型認定 

こども園を設置 

①保育所の設置（児童福祉法による） 

②幼稚園の設置（学校教育法による） 

③認定こども園の運営（認定こども園法による） 

以下の単一認可に変更 

①幼保連携型認定こども園の設置 

 （認定こども園法による） 

※保育所及び幼稚園の設置廃止 

おおやた 

こども園 

(保育所型 

認定こども園) 

以下の 2 つの認可等により、保育所型認定 

こども園を設置 

①保育所の設置（児童福祉法による） 

②認定こども園の運営 

（認定こども園法第 3 条第 1 項第 2 号による） 

2 つの認可は変更なし 

（認定こども園法第 3 条第 1 項及び第 2

項第 2 号による。※項番号のみ変更） 

  

②保育･教育に関する国の指針及び要領の変更 

幼保連携型認定こども園については、保育内容に関する指針及び要領が従来の｢保育

所保育指針｣「幼稚園教育要領」から｢幼保連携型認定こども園教育・保育要領｣に改正

されたことに伴い、保育内容の規定の変更を行う。また、幼保連携型認定こども園以

外（おおやたこども園）についても、新たに｢幼保連携型認定こども園教育・保育要領

を踏まえること｣とされたため、併せて変更を行う。 

 

 

 



 

 

 

園名 現行 平成 27 年 4 月以降 

元宿こども園 

鹿浜こども園 

以下の指針及び要領により､保育･教育の実施 

①保育所保育指針 

②幼稚園教育要領 

以下の要領により、保育・教育を実施 

①幼保連携型認定こども園教育・ 

保育要領（認定こども園法第 10 条） 

おおやた 

こども園 

以下の指針及び要領により､保育･教育の実施 

①保育所保育指針 

②幼稚園教育要領 

以下の指針及び要領により､保育･ 

教育を実施 

①保育所保育指針 

②幼稚園教育要領 

※幼保連携型認定こども園教育・ 

保育要領も踏まえること 

（認定こども園法第 3 条及び第 6 条） 

 

（２）児童福祉法改正に伴う変更 

  児童福祉法の改正により「保育の実施」という文言が「保育の利用」に変更されたこと

に伴い、『実施』を『利用』に変更する。 

 

（３）幼保連携型認定こども園の設置根拠変更に伴う他条例の変更 

 幼保連携型認定こども園の設置根拠変更に伴い、変更の必要が生じた以下の条例に 

ついては、本条例の付則により改正する。 

①足立区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例 

②足立区幼稚園教育職員の給与に関する条例 

③足立区幼稚園教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例 

 

３ 施行日 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の施行の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 施行年月日  子ども・子育て支援法の施行の日（平成２７年４月１日予定） 

 



足立区立認定こども園条例新旧対照表                                別紙 

現行 改正案 

   足立区立認定こども園条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、学校教育法（昭和22年法律第26号）に

より設置する幼稚園及び児童福祉法（昭和22年法律第164

号）により設置する保育所を、就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年

法律第77号。以下「法」という。）の規定に基づき、足立

区立認定こども園（以下「認定こども園」という。）とし

て認定を受け、小学校就学前の幼児に対して一貫した保育

及び教育を実施することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

足立区立認定こども園条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７

７号。以下「法」という。）の規定に基づく足立区立認定

こども園（以下「認定こども園」という。）の設置及び運

営について定め、小学校就学前の幼児に対して一貫した保

育及び教育を実施することを目的とする。 

 

 

（認定こども園の設置） 

第２条 法第１６条の規定に基づく認定こども園を設置す

る｡ 

２ 前項に定める認定こども園の名称及び位置は、次のとお

りとする。 
 

名称 位置 

足立区立元宿

こども園 

第一園舎 

足立区千住桜木一丁目１６番２号 

第二園舎 

足立区千住元町３４番３－１０１号 

足立区立鹿浜

こども園 

第一園舎 

足立区鹿浜五丁目２５番１１号 

第二園舎 

足立区鹿浜五丁目２４番４－１０１号 

 



（保育所の設置） 

第２条 認定こども園を構成する保育所として、児童福祉法

第３５条第３項の規定に基づき、足立区立保育所を設置す

る。 

２ 区立保育所の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

足立区立元宿

こども園 

足立区千住元町３４番３－１０１号 

足立区立鹿浜

こども園 

足立区鹿浜五丁目２４番４－１０１

号 

足立区立おお

やたこども園 

足立区大谷田二丁目１番９号 

 

（幼稚園の設置） 

第３条 認定こども園を構成する幼稚園として、学校教育法

第２条の規定に基づき、足立区立幼稚園を設置する。 

２ 区立幼稚園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

足立区立元宿

こども園 

足立区千住桜木一丁目１６番２号 

足立区立鹿浜

こども園 

足立区鹿浜五丁目２５番１１号 

  

（認定こども園の運営） 

第４条 前２条の規定により設置する区立保育所及び区立幼

稚園を、次に定めるとおり認定こども園として運営する。

名称 位置 根拠法 

足立区立おお

やたこども園 

足立区大谷田二

丁目１番９号 

法第３条第１項第

２号 

（保育所の設置） 

第３条 認定こども園を構成する保育所として、児童福祉法

第３５条第３項の規定に基づき、足立区立保育所を設置す

る。 

２ 区立保育所の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

足立区立おお

やたこども園 

足立区大谷田二丁目１番９号 

 

 

 

 

 

 

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （認定こども園の運営） 

第４条 前条の規定により設置する区立保育所を、法第３条

第１項及び第２項第２号の規定に基づく認定こども園とし

て運営する。 

名称 位置 

足立区立おおやたこども園 足立区大谷田二丁目１番９号 



足立区立元宿

こども園 

第一園舎 

足立区千住桜木

一丁目１６番２

号 

法第３条第２項 

第二園舎 

足立区千住元町

３４番３－１０

１号 

足立区立鹿浜

こども園 

第一園舎 

足立区鹿浜五丁

目２５番１１号 

第二園舎 

足立区鹿浜五丁

目２４番４－１

０１号 

 

（事業及び利用者） 

第５条 認定こども園は、次に掲げる事業を実施する。 

 （１） 保育所保育指針に基づく保育及び幼稚園教育要領

に基づく教育（以下「保育及び教育」という。）

  

 

（２） 以下（略） 

 

第６条 ～ 第７条 （略） 

 

（保育及び教育の時間） 

第８条 認定こども園における保育及び教育の時間は、次の

各号に定めるとおりとする。 

（１） 前条で定める休園日を除く、月曜日から土曜日ま

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業及び利用者） 

第５条 認定こども園は、次に掲げる事業を実施する。 

 （１） 第２条に規定する園は法第１０条に基づく保育及

び教育、前条に規定する園は法第３条第２項第２

号及び法第６条に基づく保育及び教育（以下「保

育及び教育」という。） 

 （２） 以下（略） 

  

第６条 ～ 第７条 （略） 

 

（保育及び教育の時間） 

第８条 認定こども園における保育及び教育の時間は、次の

各号に定めるとおりとする。 

（１） 前条で定める休園日を除く、月曜日から土曜日ま



での午前７時３０分から午後６時３０分までの範

囲内の時間（以下「長時間保育」という。） 

（２） 前条で定める休園日及び教育委員会規則で定める

休業日を除く、月曜日から金曜日までの午前９時か

ら午後２時までの範囲内の時間（以下「短時間保育」

という。） 

 

第９条 （略） 

 

（入園資格） 

第１０条 認定こども園の入園資格は、次の各号に定めると

おりとする。 

（１） 長時間保育を利用する幼児は、１歳（当該年度中

に１歳に達する者を除く。）から小学校就学の始期

に達するまでのもので、その保護者が子ども・子育

て支援法（平成24年法律第65号）第20条第1項の規定

に基づく認定（次号において「認定」という。）に

該当し、かつ、足立区（以下「区」という。）の区

域内に住所を有するものとする。 

（２） 短時間保育を利用する幼児は、４歳（当該年度中

に４歳に達する者を除く。）から小学校就学の始期

に達するまでの幼児（前号に掲げる者を除く。）で、

認定を受けたもので、かつ、区の区域内に住所を有

するものとする。 

 

第１１条 （略） 

 

 （保育及び教育の実施の不承認） 

第１２条 次の各号のいずれかに該当する場合は、教育委員

会は、保育及び教育の実施を承認しないことができる。 

での午前７時３０分から午後６時３０分までの範

囲内の時間（以下「長時間利用」という。） 

（２） 前条で定める休園日及び教育委員会規則で定める

休業日を除く、月曜日から金曜日までの午前９時か

ら午後２時までの範囲内の時間（以下「短時間利用」

という。） 

 

第９条 （略） 

 

（入園資格） 

第１０条 認定こども園の入園資格は、次の各号に定めると

おりとする。 

（１） 長時間利用を利用する幼児は、１歳（当該年度中

に１歳に達する者を除く。）から小学校就学の始期

に達するまでのもので、その保護者が子ども・子育

て支援法（平成24年法律第65号）第20条第1項の規定

に基づく認定（次号において「認定」という。）に

該当し、かつ、足立区（以下「区」という。）の区

域内に住所を有するものとする。 

（２） 短時間利用を利用する幼児は、４歳（当該年度中

に４歳に達する者を除く。）から小学校就学の始期

に達するまでの幼児（前号に掲げる者を除く。）で、

認定を受けたもので、かつ、区の区域内に住所を有

するものとする。 

 

第１１条 （略） 

 

 （保育及び教育の利用の不承認） 

第１２条 次の各号のいずれかに該当する場合は、教育委員

会は、保育及び教育の利用を承認しないことができる。 



（１） 設備その他の事情により保育及び教育を実施する余

裕がないとき。 

（２） 疾病その他の事由により、他の幼児に悪影響を及ぼ

すおそれがあるとき。 

（３） その他保育及び教育を実施することが不適当であると

認めたとき。 

 （保育及び教育の実施の承認の取消し） 

第１３条 教育委員会は、入園中の幼児が次の各号のいずれ

かに該当する場合は、保育及び教育の実施の承認を取り消

すことができる。 

 （１） 以下（略） 

 

 第１４条 ～ 第１８条（略） 

 

 （預かり保育） 

第１９条 第５条第３号に定める預かり保育は、短時間保育

を利用している幼児の保護者が、当該保育及び教育の実施

の時間のほかに保育及び教育を希望する場合に、当該幼児

について行うものとする。 

２ 預かり保育は、日を単位として行うものとし、預かり保

育の実施を行う日、時間及び利用の額は、別表に定めると

おりとする。 

３ 以下（略） 

 

 第２０条以下 （略） 

 

 

 

 

 

（１） 設備その他の事情により保育及び教育を利用させる余

裕がないとき。 

（２） 疾病その他の事由により、他の幼児に悪影響を及ぼ

すおそれがあるとき。 

（３） その他保育及び教育を利用させることが不適当である

と認めたとき。 

 （保育及び教育の利用の承認の取消し） 

第１３条 教育委員会は、入園中の幼児が次の各号のいずれ

かに該当する場合は、保育及び教育の利用の承認を取り消

すことができる。 

 （１） 以下（略） 

 

第１４条 ～ 第１８条（略） 

 

 （預かり保育） 

第１９条 第５条第３号に定める預かり保育は、短時間利用

を利用している幼児の保護者が、当該保育及び教育の利用

の時間のほかに保育及び教育を希望する場合に、当該幼児

について行うものとする。 

２ 預かり保育は、日を単位として行うものとし、預かり保

育を行う日、時間及び利用の額は、別表に定めるとおりと

する。 

３ 以下（略） 

 

 第２０条以下 （略） 

 

 付 則（平成27年●月●日条例第●号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）の施行

の日（以下「施行日」という。）から施行する。 



 （足立区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部

改正） 

２ 足立区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平

成１２年足立区条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「足立区立認定こども園（足立区立認定こども園条例（平

成23年足立区条例第35号）第４条に規定する認定こども園」を「足立

区立認定こども園（足立区立認定こども園条例（平成23年足立区条例

第35号）第２条に規定する認定こども園」に改める。 

（足立区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部改正） 

３ 足立区幼稚園教育職員の給与に関する条例（平成１２年足立区条例

第６０号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「足立区立認定こども園（足立区立認定こども園条例（平

成23年足立区条例第35号）第４条に規定する認定こども園」を「足立

区立認定こども園（足立区立認定こども園条例（平成23年足立区条例

第35号）第２条に規定する認定こども園」に改める。 

 （足立区幼稚園教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一

部改正） 

４ 足立区幼稚園教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例（平

成１２年足立区条例第６１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「足立区立認定こども園（足立区立認定こども園条例（平

成23年足立区条例第35号）第４条に規定する認定こども園」を「足立

区立認定こども園（足立区立認定こども園条例（平成23年足立区条例

第35号）第２条に規定する認定こども園」に改める。 

 



第５号議案 

   足立区における保育の実施等に関する条例の一部を改正する条例

の進達について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年１月８日 

        提出者 足立区教育委員会教育長 青 木 光 夫 

 

   足立区における保育の実施等に関する条例の一部を改正する条例 

 足立区における保育の実施等に関する条例（平成２３年足立区条例第４

号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

足立区における保育の利用等に関する条例 

 本則（第１５条を除く。）中「保育の実施」を「保育の利用」に改め

る。 

 第１条中「保育所において」を「保育所における」に、「を行うとと

もにその他適切な保育により」を「その他適切な保育による」に改める。 

 第２条各号列記以外の部分中「、当該各号」を「、それぞれ当該各号」

に改め、同条第２号、第３号及び第５号中「保育を行う」を「保育を受

ける」に改める。 

 第６条第１号及び第３号中「保育を実施する」を「保育を利用させる」

に改める。 

 第１０条第２項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加え

る。 

２ 認可外保育施設の利用承認にあたっては、法第２４条第３項の規定

を準用し、同項の規定による利用の調整を行う。 

 第２７条見出し中「指定管理者等選定」を「指定管理者選定等」に改

め、同条中「選定審査」の次に「及び指定管理者が行う管理の業務の評

価」を加え、「指定管理者等選定」を「指定管理者選定等」に改める。 



 別表第１中「同 東谷中保育園」の項及び「同 東栗原保育園」の項

を削る。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の

施行の日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、第２７

条及び別表第１の改定規定並びに付則第３項の規定（第２条中「保育

の実施」を「保育の利用」に改める改定規定を除く。）は、平成２７

年４月１日から施行する。 

 （足立区社会福祉法人の助成に関する条例の一部改正） 

２ 足立区社会福祉法人の助成に関する条例（平成５年足立区条例第１

７号）の一部を改正する。 

  第２条第３項中「保育の実施」を「保育の利用」に改める。 

 （足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例の一部改正） 

３ 足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例（平成２３年足立区

条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

  題名中「指定管理者等選定」を「指定管理者選定等」に改める。 

 第１条中「の選定審査」を「の選定等審査」に、「指定管理者等選

定」を「指定管理者選定等」に改める。 

第２条中「保育の実施」を「保育の利用」に改める。 

  第３条第１号中「指定管理者」の次に「（以下「指定管理者」とい

う。）」を加え、同条中第２号を第３号とし、同号の前に次の１号を

加える。 

  （２） 指定管理者の指定期間中における管理の業務に係る評価に

関すること。 

  第３条に次の１号を加える。 

  （４） 前３号に定めるもののほか、教育委員会が特に必要と認め

ること。  



（足立区学校法人の助成に関する条例の一部改正） 

４ 足立区学校法人の助成に関する条例（平成２６年足立区条例第６７

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３項中「保育の実施」を「保育の利用」に改める。 

 

 （提案理由） 

 児童福祉法の改正等に伴い規定を整備するとともに、指定管理者が行

う業務の評価を審査会にて行うこととするほか、区立保育所を民営化す

る必要があるので、この条例案を提出いたします。 



 

 

第 ５ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２７年１月８日 

件 名 足立区における保育の実施等に関する条例の一部を改正する条例の進達について 

所管部課名 子ども家庭部子ども・子育て支援課 子ども・子育て施設課 

内 容 

１ 改正の理由 

児童福祉法の改正に伴う条例名及び本文の変更を行うとともに、指定管理者が行う業務

の評価を足立区子ども施設指定管理者等選定審査会にて行うこととするほか、保育所の民

営化に伴う変更を行う。 

２ 改正の内容（主な改正点） 

（１）児童福祉法改正に伴う変更 

   児童福祉法の改正により「保育の実施」という文言が「保育の利用」に文言が変更さ

れたことに伴い、条例名および本文中の文言について、『実施』を『利用』に変更する。

【例】（旧条例名）足立区における保育の実施等に関する条例 

（新条例名）足立区における保育の利用等に関する条例 

（２）足立区子ども施設指定管理者等選定審査会の所掌事項の変更 

指定管理者による公の施設の管理運営について、第三者機関による評価を行い、保育

の質を確保するため、「指定管理者が行う管理の業務に係る評価」を審査会の所掌事項

に加える。 

（３）保育所の民営化に伴う変更 

保育所の民営化に伴い、別表の東谷中保育園と東栗原保育園の項を削除する。 

（４）本条例名変更等に伴う他条例の変更 

  本条例名の変更等に伴い、変更の必要が生じた以下の条例については、本条例の付則

により改正する。 

①足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例（改正内容の詳細は、別紙のとおり。） 

②足立区社会福祉法人の助成に関する条例 

③足立区学校法人の助成に関する条例 

 

３ 施行日 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の施行の日から施行する。 

ただし、民営化に伴う別表の東谷中保育園と東栗原保育園の項の削除及び足立区子ども施

設指定管理者等選定審査会の所掌事項の変更に関連する改正は、平成２７年４月１日から施

行する。 

今後の方針 施行年月日  子ども・子育て支援法の施行の日（平成２７年４月１日予定） 

 



   足立区における保育の実施等に関する条例新旧対照表                   

現行 改正案 

○足立区における保育の実施等に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」

という。）第 24 条第１項に基づく保育が必要な児童等に対し、保育所

において保育の実施を行うとともにその他適切な保育により保護を行

うことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

(１) 保育所 法第７条第１項に規定する保育所をいい、法第 35 条第３

項及び第４項で設置するものをいう。 

(２) 保育の実施 保育所における法第 24 条第１項に基づく保育を行

うことをいう。 

(３) その他の保育の実施 前号以外の保育を行うことをいう。 

(４) 区立保育所等 足立区が設置する保育所及び法第 39 条第１項の

保育による保護を目的とするものであって、法第 35 条第３項によら

ず設置する施設（以下「認可外保育施設」という。）をいう。 

(５) 保育の実施等 第２号及び第３号による保育を行うことをいう。

 

(６) 保育料 保育の実施等により利用者が支払うべき額をいう。 

第２章 保育の実施 

（足立区立保育所の設置） 

第３条 保育の実施のために法第 35 条第３項により足立区が設置する

保育所は、別表第１のとおりとする。 

○足立区における保育の利用等に関する条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」

という。）第 24 条第１項に基づく保育が必要な児童等に対し、保育所

における保育の利用その他適切な保育による保護を行うことを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

(１) 保育所 法第７条第１項に規定する保育所をいい、法第 35 条第３

項及び第４項で設置するものをいう。 

(２) 保育の利用 保育所における法第 24 条第１項に基づく保育を受

けることをいう。 

(３) その他の保育の利用 前号以外の保育を受けることをいう。 

(４) 区立保育所等 足立区が設置する保育所及び法第 39 条第１項の

保育による保護を目的とするものであって、法第 35 条第３項によら

ず設置する施設（以下「認可外保育施設」という。）をいう。 

(５) 保育の利用等 第２号及び第３号による保育を受けることをい

う。 

(６) 保育料 保育の利用等により利用者が支払うべき額をいう。 

 

 第２章 保育の利用 

（足立区立保育所の設置） 

第３条 保育の利用のために法第 35 条第３項により足立区が設置する

保育所は、別表第１のとおりとする。 

別紙１ 



第４条・第５条 （略） 

（保育の実施の不承諾） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する場合は、区長は、保育の実施を

承諾しないことができる。 

(１) 設備その他の事情により保育を実施する余裕がないとき。 

(２) 疾病その他の事由により、他の保育児童に悪影響を及ぼすおそれ

があるとき。 

(３) その他保育を実施することが不適当であると認めたとき。 

（保育の実施の承諾の取消し） 

第７条 区長は、入所中の児童が次の各号のいずれかに該当する場合は、

保育の実施の承諾を取り消すことができる。 

(１) 子ども・子育て支援法施行規則（平成 26 年内閣府令第 44 号）第

１条に規定する事由に該当しなくなったとき。 

(２) 正当な理由がなく長期間にわたって保育の実績がないとき。 

(３) 入所の申請に虚偽があることが判明したとき。 

(４) その他規則で定める事由が生じたとき。 

 

第３章 その他の保育の実施 

（その他の保育の実施） 

第８条 区長は、その他の保育の実施として、認可外保育施設における

保育及び延長保育等（以下「特別保育」という。）を行うものとする。

（認可外保育施設の設置） 

第９条 区長は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条に基づ

き認可外保育施設を別表第２のとおり設置する。 

（認可外保育施設の利用承認及び保育） 

第 10 条 認可外保育施設を利用できる児童は、第４条の規定に当たる児

童とする。 

 

第４条・第５条 （略） 

（保育の利用の不承諾） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する場合は、区長は、保育の利用を

承諾しないことができる。 

(１) 設備その他の事情により保育を利用させる余裕がないとき。 

(２) 疾病その他の事由により、他の保育児童に悪影響を及ぼすおそれ

があるとき。 

３) その他保育を利用させることが不適当であると認めたとき。 

（保育の利用の承諾の取消し） 

第７条 区長は、入所中の児童が次の各号のいずれかに該当する場合は、

保育の利用の承諾を取り消すことができる。 

(１) 子ども・子育て支援法施行規則（平成 26 年内閣府令第 44 号）第

１条に規定する事由に該当しなくなったとき。 

(２) 正当な理由がなく長期間にわたって保育の実績がないとき。 

(３) 入所の申請に虚偽があることが判明したとき。 

(４) その他規則で定める事由が生じたとき。 

 

第３章 その他の保育の利用 

（その他の保育の利用） 

第８条 区長は、その他の保育の利用として、認可外保育施設における

保育及び延長保育等（以下「特別保育」という。）を行うものとする。 

（認可外保育施設の設置） 

第９条 区長は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条に基づ

き認可外保育施設を別表第２のとおり設置する。 

（認可外保育施設の利用承認及び保育） 

第 10 条 認可外保育施設を利用できる児童は、第４条の規定に当たる児

童とする。 

２ 認可外保育施設の利用承認に当たっては、法第 24 条第 3 項の規定を



 

２ 第６条及び第７条の規定は、認可外保育施設を利用している児童又

は利用しようとしている児童に準用する。この場合にあっては、「保育

の実施」とあるのは「利用」と読み替えるものとする。 

第１１条 ～ 第２６条 （略） 

 

（足立区子ども施設指定管理者等選定審査会への諮問） 

第 27 条 前条第２項に規定する指定管理者の候補者の選定審査に際し

ては、足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例（平成２３年足

立区条例第３２号）第１条に規定する足立区子ども施設指定管理者等

選定審査会に諮問するものとする。  

  

第２８条 ～ 第３４条 （略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

準用し、同項の規定による利用の調整を行う。 

３ 第６条及び第７条の規定は、認可外保育施設を利用している児童又

は利用しようとしている児童に準用する。この場合にあっては、「保育

の実施」とあるのは「利用」と読み替えるものとする。 

第１１条 ～ 第２６条 （略） 

 

（足立区子ども施設指定管理者選定等審査会への諮問） 

第27条 前条第２項に規定する指定管理者の候補者の選定審査及び指定

管理者が行う管理の業務の評価に際しては、足立区子ども施設指定管

理者等選定審査会条例（平成２３年足立区条例第３２号）第１条に規

定する足立区子ども施設指定管理者選定等審査会に諮問するものとす

る。 

  

第２８条 ～ 第３４条 （略） 

 

 

付 則（平成27年●月●日条例第●号） 

（施行期日） 

１ この条例は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）の施行

の日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、第２７条及び

別表第１の改定規定並びに付則第３項の規定（第２条中「保育の実施」

を「保育の利用」に改める改定規定を除く。）は、平成２７年４月１日

から施行する。 

（足立区社会福祉法人の助成に関する条例の一部改正） 

２ 足立区社会福祉法人の助成に関する条例（平成5年足立区条例第17

号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第３項中「足立区における保育の実施等に関する条例」を「足

立区における保育の利用等に関する条例」に改める。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

別表第１（第３条関係） 

名称 位置 

足立区立本木保育園 足立区本木東町18番17号 

中略 中略 

同   東谷中保育園 足立区谷中一丁目32番９号 

中略 中略 

同   東栗原保育園 足立区一ツ家二丁目15番14－101号 

中略 中略 
 

（足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例の一部改正） 

３ 足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例（平成２３年足立区

条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

 題名中「指定管理者等選定」を「指定管理者選定等」に改める。 

 第１条中「の選定審査」を「の選定等審査」に、「指定管理者等選定」

を「指定管理者選定等」に改める。 

第２条中「保育の実施」を「保育の利用」に改める。 

 第３条第１号中「指定管理者」の次に「（以下「指定管理者」という。）」

を加え、同条中第２号を第３号とし、同号の前に次の１号を加える。 

（２） 指定管理者の指定期間中における管理の業務に係る評価

に関すること。 

 第３条に次の１号を加える。 

  （４） 前３号に定めるもののほか、教育委員会が特に必要と認

めること。 

（足立区学校法人の助成に関する条例の一部改正） 

４ 足立区学校法人の助成に関する条例（平成26年足立区条例第67号）

の一部を次のように改正する。 

  第２条第３項中「足立区における保育の実施等に関する条例」を「足

立区における保育の利用等に関する条例」に改める。 
 

別表第１（第３条関係） 
名称 位置 

足立区立本木保育園 足立区本木東町18番17号 

中略 中略 

削除 削除 

中略 中略 

削除 削除 

削除 中略 
 

 



 

 

【参考】 足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例の一部改正 新旧対照表 

 

改正前  改正後 

○足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例 ○足立区子ども施設指定管理者選定等審査会条例 

平成23年７月８日条例第32号 平成23年７月８日条例第32号

第１条 足立区における子ども施設に係る指定管理者等の候補者の選定審査

を適正に行うため、足立区教育委員会（以下「教育委員会」という。）の

附属機関として、足立区子ども施設指定管理者等選定審査会（以下「審査

会」という。）を設置する。 

第１条 足立区における子ども施設に係る指定管理者等の候補者の選定等審

査を適正に行うため、足立区教育委員会（以下「教育委員会」という。）

の附属機関として、足立区子ども施設指定管理者選定等審査会（以下「審

査会」という。）を設置する。 

（子ども施設の範囲） （子ども施設の範囲） 

第２条 この条例において「子ども施設」とは、足立区における保育の実施

等に関する条例（平成23年足立区条例第４号）別表第１に定める保育所及

び別表第２に定める認可外保育施設をいう。 

第２条 この条例において「子ども施設」とは、足立区における保育の利用

等に関する条例（平成23年足立区条例第４号）別表第１に定める保育所及

び別表第２に定める認可外保育施設をいう。 

（所掌事項） （所掌事項） 

第３条 審査会は、教育委員会の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議す

る。 

第３条 審査会は、教育委員会の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議す

る。 

(１) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定により

子ども施設の管理を行う指定管理者の候補者の選定に関すること。 

(１) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定により

子ども施設の管理を行う指定管理者（以下「指定管理者」という。）

の候補者の選定に関すること。 

 (２) 指定管理者の指定管理期間中における管理の業務に係る評価に関す

ること。 

(２) 子ども施設を民間事業者が運営する施設とする場合における当該民

間事業者の候補者の選定に関すること。 

(３) 子ども施設を民間事業者が運営する施設とする場合における当該民

間事業者の候補者の選定に関すること。 

(４) 前３号に定めるもののほか、教育委員会が特に必要と認めること。 

  

第４条から第８条まで 省略 第４条から第８条まで 改正前のとおり 

  

付則 省略 付則 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第２条の改

正規定は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の施行の

日から施行する。 

 

別紙２ 



第６号議案 

   足立区保育施設等の利用の調整に関する規則 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年１月８日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 青 木 光 夫 

 

足立区保育施設等の利用の調整に関する規則 

足立区保育施設等の利用の調整に関する規則を次のように定める。 

 

足立区保育施設等の利用の調整に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）第２４条第３項の規定に基づく利用の調整（以下「利用調

整」という。）及び要請（以下「利用要請」という。）に関し、法令

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

(１) 保育所 法第７条第１項に規定する保育所をいい、法第３５条

第３項及び第４項で設置するものをいう。 

(２) 認可外保育施設 法第３９条第１項に規定する保育を目的とす

るものであって、法第３５条第３項によらず足立区が設置する施

設をいう。 

(３) 認定こども園 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第

６項に規定する認定こども園のうち、子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号）第２０条第３項に規定する認定を受けた

者が利用するものをいう。 

差替え資料 



(４) 保育施設 第１号から前号までに規定する施設をいう。 

(５) 家庭的保育事業 法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事

業をいう。 

(６) 小規模保育事業 法第６条の３第１０項に規定する小規模保育

事業をいう。 

(７) 居宅訪問型保育事業 法第６条の３第１１項に規定する居宅訪

問型保育事業をいう。 

(８) 事業所内保育事業 法第６条の３第１２項に規定する事業所内

保育事業をいう。 

(９) 保育事業 第５号から前号までに規定する事業をいう。 

(１０） 保育施設等 保育施設及び保育事業をいう。  

（利用調整の対象） 

第３条 利用調整は、保育施設等を対象とする。 

（利用資格者） 

第４条 保育施設等を利用する資格を有する児童は、その保護者が子ど

も・子育て支援法第２０条第３項の規定に基づく認定を受けたもので

なければならない。 

（利用の申込み） 

第５条 保育施設等の利用を希望する保護者は、保育施設等の利用申込

書を足立区教育委員会（以下「教育委員会」という。）に提出しなけ

ればならない。 

（利用調整） 

第６条 教育委員会は、保育施設等の利用を希望する児童が第４条に定

める利用資格を有することを確認し、別に定める基準に基づく利用調

整を行う。 

（利用調整の結果の決定） 

第７条 教育委員会は、利用調整の結果を決定し、保育施設等の利用要

請を行うものとしたときは、保護者に対し利用調整結果通知により通



知するとともに、保育施設等の長に対し利用要請を行う。 

（利用調整の結果の決定の取消し） 

第８条 次の各号のいずれかに該当する場合は、教育委員会は、前条の

決定を取り消すことができる。 

(１) 申込みの内容に虚偽があることが判明したとき。 

(２) 保護者から申込みの辞退の申出があったとき。 

(３)  その他保育施設等を利用させることが不適当であると教育委員

会が認めたとき。 

 （利用要請を行わない場合の利用調整の結果の通知） 

第９条 教育委員会は、第７条の決定において、次の各号のいずれかに

該当することにより、保育施設等の利用要請を行わないものとしたと

きは、保護者に対し利用調整結果通知により通知する。 

(１) 第４条に規定する利用資格に該当しないとき。 

(２) 希望者が利用予定者数を超えるため希望する保育施設等を利用

できないとき。 

(３) その他保育施設等を利用させることが不適当であると教育委員

会が認めたとき。 

（委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この規則は、子ども・子育て支援法の施行の日（以下「施行日」と

いう。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日以後の保育施設等の利用に係る申

込み及びこれに対する結果の通知その他の手続については、施行日前

にこれを行うことができる。 

 



 （提案理由） 

児童福祉法の改正に伴い、保育施設等の利用調整に関する事項につい 

て整備する必要があるため、この規則案を提出いたします。 

 



 

 

第 ６ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２７年１月８日 

件 名 足立区保育施設等の利用の調整に関する規則 

所管部課名 子ども家庭部子ども家庭課 子ども・子育て支援課 子ども・子育て施設課 

内 容 

１ 制定の理由 

保護者の労働や疾病等で保育を必要とする子どもの保育施設等の利用申込について、

これまで区が選考の対象としていた保育施設等は認可保育所（区が設置する認可外保育

施設を含む。）及び区立認定こども園（長時間利用）のみであった。 

児童福祉法の改正に伴い、平成２７年４月以降の利用申込について、私立認定こども

園（長時間利用）及び地域型保育事業が追加され、これら施設及び事業も含めて区が利

用調整することとなった。 

この『利用調整』を区が行うにあたっての基準について、規則で定めるものである。

  【区による利用調整の実施有無】 

施設・事業 現行 平成 27 年 4 月利用以降 

認可保育所（※1） ○ ○ 

区立認定こども園 

（長時間利用） 
○ ○ 

私立認定こども園 

（長時間利用） 
× ○ 

地域型保育事業（※2） × ○ 

  ※1 認可保育所は、区が設置する認可外保育施設を含む。 

  ※2  地域型保育事業とは、家庭的保育事業（保育ママ）・小規模保育事業・居宅 

訪問型保育事業・事業所内保育事業をいう。 
 
２ 主な規定内容 

平成２７年４月利用以降の申込や利用調整に関する事項を定めるものである。 

 （１）利用調整の対象 

   ・認可保育所（区が設置する認可外保育施設を含む。） 

・認定こども園（長時間利用） 

・地域型保育事業 

 （２）利用資格者 

   ・児童の保護者が子ども･子育て支援法に基づく保育の必要性の認定を受けた者 

（３）申込及び利用調整の手続き 

   ①保護者が区に利用申込書を提出する。 

②区が児童福祉法の規定に基づく利用調整を行う。 

③利用調整の結果を保護者及び対象施設等の長に通知する。 

３ 施行日 

  子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の施行の日から施行する。 

今後の方針 
平成２７年２月上旬の利用調整結果通知の発送に向けて準備を進める。また、本規則

の改正に伴い、改正が必要となる他の関連条例・規則等の改正を行う。 



 

 

 



第７号議案 

   足立区地域学習センター条例の一部を改正する条例の進達につい

て 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年１月８日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 青 木 光 夫 

 

   足立区地域学習センター条例の一部を改正する条例 

 足立区地域学習センター条例（平成１３年足立区条例第３４号）の一

部を次のように改正する。 

第２２条を第２４条とし、同条の前に次の２条を加える。 

（指定管理者評価委員会） 

第２２条 指定管理者の適正かつ効率的な管理運営を促進するため、教

育委員会の附属機関として足立区生涯学習関連施設指定管理者評価委

員会（以下「評価委員会」という。）を置く。 

２ 評価委員会は、前項に規定する評価に関し優れた識見を有する者の

うちから、教育委員会が評価に必要な期間を定めて委嘱又は任命する

委員１０人以内をもつて組織する。 

３ 委員の任期は１年とし、再任を妨げない。 

４ 前項に定めるもののほか、評価委員会の組織及び運営について必要

な事項は、教育委員会規則で定める。 

（評価委員会の所掌事務） 

第２３条 評価委員会は、指定管理者の施設運営及び事業内容について

、教育委員会の諮問に応じ、調査及び審議を行うものとする。 

２ 評価委員会は、指定管理者の施設運営及び事業内容に関する評価に

ついて調査し、審議し、及び教育委員会に意見を述べることができる

。 

３ 評価委員会は、必要に応じて、関係機関、事業者その他委員以外の



者に対し、評価委員会への会議に出席を求め、必要な資料を提出させ

、意見又は説明その他の協力を求めることができる。 

   付 則 

 １ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 ２ 足立区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例（昭

和３９年足立区条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

別表教育委員会の部に次のように加える。 

 足立区生涯学習関連施設指定管理者評価委員会 日額 8,000円 

 

 （提案理由） 

 生涯学習関連施設指定管理者評価委員会について、条例で設置する必

要があるため、この条例案を提出いたします。 

 

 



 

 

 

 

第 ７ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２６年１月８日 

件    名 足立区地域学習センター条例の一部を改正する条例の進達について 

所 管 部 課 名 地域のちから推進部 地域文化課 

内 容 

足立区地域学習センター条例の一部を改正する条例について、下記のとおり区

長あて進達する。 

 

記 

 

１ 条例案名 

足立区地域学習センター条例の一部を改正する条例 

 

２ 改正理由 

これまで要綱で設置していた生涯学習関連施設指定管理者評価委員会につ

いて、条例で設置するため。 

 

３ 改正内容 

指定管理者評価委員会の設置について、新旧対照表のとおり改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今 後 の 方 針 施行年月日  平成２７年４月１日 

 



 

足立区地域学習センター条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

 改正前 改正後 

第１条から第21条 変更なし 第１条から第21条 変更なし 

 （指定管理者評価委員会） 

第22条 指定管理者の適正かつ効率的な管理運営を促進するため、教育委員

会の附属機関として足立区生涯学習関連施設指定管理者評価委員会（以下

「評価委員会」という。）を置く。 

２ 評価委員会は、前項に規定する評価に関し優れた識見を有する者のうち

から、教育委員会が評価に必要な期間を定めて委嘱又は任命する委員１０

人以内をもつて組織する。 

３ 委員の任期は１年とし、再任を妨げない。 

４ 前項に定めるもののほか、評価委員会の組織及び運営について必要な事

項は、教育委員会規則で定める。 

 

 

（評価委員会の所掌事務） 

第23条 評価委員会は、指定管理者の施設運営及び事業内容について、教育

委員会の諮問に応じ、調査及び審議を行うものとする。 

２ 評価委員会は、指定管理者の施設運営及び事業内容に関する評価につい

て調査し、審議し、及び教育委員会に意見を述べることができる。 

３ 評価委員会は、必要に応じて、関係機関、事業者その他委員以外の者に

対し、評価委員会への会議に出席を求め、必要な資料を提出させ、意見又

は説明その他の協力を求めることができる。 

（委任） 
第22条 この条例の施行について必要な事項は、教育委員会規則で定める。

 

（委任） 
第24条 この条例の施行について必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

付 則（平成27年 月 日条例第 号） 

 

 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

２ 足立区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例（昭和39年

足立区条例第17号）の一部を次のように改正する。 

別表教育委員会の部に次のように加える。 

 足立区生涯学習関連施設指定管理者評価委員会 日額 8,000円  



 

 



第８号議案 

   足立区生涯学習センター条例の一部を改正する条例の進達につい

て 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年１月８日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 青 木 光 夫 

 

   足立区生涯学習センター条例の一部を改正する条例 

 足立区生涯学習センター条例（平成１２年足立区条例第６２号）の一

部を次のように改正する。 

第２２条を第２３条とし、同条の前に次の１条を加える。 

（指定管理者評価委員会への諮問） 

第２２条 指定管理者の管理運営について適切な評価を行うため、足立

区地域学習センター条例（平成１３年足立区条例第３４号）第２２条

に規定する足立区生涯学習関連施設指定管理者評価委員会に諮問する

ことができる。 

   付 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 当該施設の指定管理者評価について諮問する生涯学習関連施設指定管

理者評価委員会が、足立区地域学習センター条例で設置されるため、こ

の条例案を提出いたします。 

 

 



 

 

 

 

第 ８ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２７年１月８日 

件    名 足立区生涯学習センター条例の一部を改正する条例の進達について 

所 管 部 課 名 地域のちから推進部 地域文化課 

内 容 

足立区生涯学習センター条例の一部を改正する条例について、下記のとおり区

長あて進達する。 

 

記 

 

１ 条例名 

足立区生涯学習センター条例の一部を改正する条例 

 

２ 改正理由 

当該施設の指定管理者評価について諮問する生涯学習関連施設指定管理者

評価委員会が、足立区地域学習センター条例で設置されるため。 

 

３ 改正内容 

指定管理者評価委員会への諮問について、新旧対照表のとおり改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今 後 の 方 針 施行年月日  平成２７年４月１日 

 



足立区生涯学習センター条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

 改正前 改正後 

第１条から第２１条 変更なし 第１条から第21条 変更なし 

 

 
（指定管理者評価委員会への諮問） 

第22条 指定管理者の管理運営について適切な評価を行うため、足立区地域

学習センター条例（平成13年足立区条例第34号）第２２条に規定する足立区

生涯学習関連施設指定管理者評価委員会に諮問することができる。 

 

（委任） 

 

（委任） 

第22条 この条例の施行について必要な事項は、教育委員会規則で定める。第23条 この条例の施行について必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

 

 

 

付 則（平成27年 月 日条例第 号） 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

 



第９号議案 

   足立区立図書館条例の一部を改正する条例の進達について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年１月８日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 青 木 光 夫 

 

   足立区立図書館条例の一部を改正する条例 

 足立区立図書館条例（昭和４４年足立区条例第１０号）の一部を次の

ように改正する。 

第１２条を第１３条とし、同条の前に次の１条を加える。 

（指定管理者評価委員会への諮問） 

第１２条 指定管理者の管理運営について適切な評価を行うため、足立

区地域学習センター条例（平成１３年足立区条例第３４号）第２２条

に規定する足立区生涯学習関連施設指定管理者評価委員会に諮問する

ことができる。 

   付 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 当該施設の指定管理者評価について諮問する生涯学習関連施設指定管

理者評価委員会が、足立区地域学習センター条例で設置されるため、こ

の条例案を提出いたします。 

 

 



 

 

 

 

第 ９ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２７年１月８日 

件    名 足立区立図書館条例の一部を改正する条例の進達について 

所 管 部 課 名 地域のちから推進部中央図書館 

内 容 

足立区立図書館条例の一部を改正する条例について、下記のとおり区長あて進

達する。 

 

記 

 

１ 条例名 

足立区立図書館条例の一部を改正する条例 

 

２ 改正理由 

当該施設の指定管理者評価について諮問する生涯学習関連施設指定管理者

評価委員会が、足立区地域学習センター条例で設置されるため。 

 

３ 改正内容 

指定管理者評価委員会への諮問について、新旧対照表のとおり改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今 後 の 方 針 施行年月日  平成２７年４月１日 

 



 

足立区立図書館条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

 改正前 改正後 

第１条から第11条 変更なし 第１条から第11条 変更なし 

 

 
（指定管理者評価委員会への諮問） 

第12条 指定管理者の管理運営について適切な評価を行うため、足立区地域

学習センター条例（平成13年足立区条例第34号）第２２条に規定する足立

区生涯学習関連施設指定管理者評価委員会に諮問することができる。 

 

（委任） 

 

（委任） 

第12条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 第13条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

 

付 則（平成27年 月 日条例第 号） 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

 

 



第１０号議案 

   足立区東和地域学習センターの指定管理者の指定の進達について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年１月８日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 青 木 光 夫 

 

   足立区東和地域学習センターの指定管理者の指定について 

 足立区東和地域学習センターの指定管理者を下記のとおり指定する。 

               記 

１ 施設の名称  足立区東和地域学習センター 

２ 指定管理者  住 所 東京都足立区足立四丁目２８番１０号 

         名 称 ヤオキン・ＡＳＣＣ共同事業体 

             代表団体 ヤオキン商事株式会社 

             代表取締役 伊藤 治光 

３ 指定の期間  平成２７年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

 

 （提案理由） 

 足立区東和地域学習センターの指定管理者を指定する必要があるので

、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、この案を提出いた

します。 

 



第１１号議案 

   足立区立東和図書館の指定管理者の指定の進達について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年１月８日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 青 木 光 夫 

 

   足立区立東和図書館の指定管理者の指定について 

 足立区立東和図書館の指定管理者を下記のとおり指定する。 

               記 

１ 施設の名称  足立区立東和図書館 

２ 指定管理者  住 所 東京都足立区足立四丁目２８番１０号 

         名 称 ヤオキン・ＡＳＣＣ共同事業体 

             代表団体 ヤオキン商事株式会社 

             代表取締役 伊藤 治光 

３ 指定の期間  平成２７年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

 

 （提案理由） 

 足立区立東和図書館の指定管理者を指定する必要があるので、地方自

治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、この案を提出いたします。 



 

 

 

第 １ ０ ・ １ １ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２７年１月８日 

件   名 
足立区東和地域学習センターの指定管理者の指定の進達について 

足立区立東和図書館の指定管理者の指定の進達について 

所管部課名 地域のちから推進部地域文化課・中央図書館 

内 容 

１ 提案理由 

再募集を行った、東和地域学習センター、東和図書館の指定管理者の指定に

ついて、生涯学習関連施設指定管理者選定審査会の結果に基づき、平成２７年

第１回区議会定例会において議決を得る必要があるため。 

 

２ 指定管理者選定の内容 

（１）対象施設 

東和地域学習センター・東和図書館 

（２）指定管理者選定審査会 

第一次審査（書類審査）      平成２６年１１月２５日（火） 

第二次審査（プレゼンテーション） 平成２６年１２月３日（水） 

 

（３）選定事業者 

①応募事業者数 

２事業者 

②選定事業者名 

ヤオキン・ＡＳＣＣ共同事業体 

代表団体 ヤオキン商事株式会社 

足立区足立四丁目２８番１０号 

③審査項目及び得点一覧 

別紙１のとおり 

 

（４）指定期間 

平成２７年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

今後の方針 平成２７年第１回区議会定例会に提案する。 

 



別紙１

着眼点 配点

経営の安定性
企業の過去3年間の決算書類により、安全性、収益性、経営効率
などの点から税理士による財務分析を行い、企業の経営状態が
良好であるか。

60

施設運営の実績
足立区及び他自治体における指定管理者としての生涯学習関連
施設運営の実績が豊富か。また指定管理業務に対する当該自治
体の評価結果が良好であるか。

60

コンプライアンス体制
会社としてコンプライアンスに取り組む基本方針を持ち、体制
が整備されているか。 30

人材・社員教育に関する事項
①区が求める施設運営のための組織、人員配置となっている
か。　②スタッフの採用基準について雇用への配慮がされてい
るか。　③研修など社員教育体制が適切か。

60

施設・設備の維持管理
常に施設を安全・快適に利用者に提供するための施設・設備維
持管理方針を有しているか。 60

生涯学習施設・図書館運営
に対する新たな工夫・提案

生涯学習施設、スポーツ施設、図書館運営に対し、高い理念と強い熱
意をもっており、地域学習センター・図書館における事業、また施設
管理、区民サービスの向上などの面で、今後の５年間で取り組みむ新
たな提案があるか。

60

自主事業の提案 独自性のある自主事業を提案しているか。 60

効率的な運営に関する提案
人事管理や事業実施など施設運営について効率的な方策、また
経費の節減につながる実現可能な提案があるか。 30

足立区内に本店・支店機能

①区内に本店があり、業務区域が区内である場合・・・５％
②区内に本店があり、業務区域が区外である場合・・・４％
③区内に支店があり、業務区域が区内である場合・・・３％
④区内に支店があり、業務区域が区外である場合・・・２％

※１

※２

420 316 75.2% 184 43.8%

危機管理体制
施設運営に当たっての緊急時（大地震、エレベータ事故など）
の危機管理体制が整備されており、訓練等も計画されている
か。

60

トラブル防止策
トラブル防止策について、未然に防ぐための対策を持っている
か。また実際にトラブルが起きた場合に的確に対応することが
できるか。

60

地域学習センター・体育館
の取組方針

施設の設置目的に沿って、魅力があり、また特色のある地域学
習センターを創る意欲が感じられるか。 120

図書館の取組方針
施設の設置目的に沿って、魅力があり、また特色のある図書館
を運営していく取り組み方針を持っているか。 120

地域学習センター、図書館の運営や事業に利用者の声を反映さ
せ、利用者の満足度のアップにつなぐシステムを持っている
か。

120

事業者として信頼できる個人情報保護方針（個人情報に関する
社員教育を含む）を持っているか。 60

利用者のほか、地域住民、町会・自治会、商店街、ＮＰＯ、民
間企業など、地域で活動する組織との関係づくりができるか。 60

利用者が満足できる接客サービスが提供できるか。接遇マナー
向上のためにどのような方針を持っているか。 60

施設・設備を長寿命化していくための施設保全に関する方針は
あるか。 60

センターを拠点として活動する自主活動団体（サークル）を育
成する方策を持っており、またサークルの地域活動を支援でき
るか。

60

学習センター事業
独自性があり、アピール力のある企画、また地域課題・生活課題・現
代的課題に対応した多様な学習機会を提供することができるか。ま
た、地域の絆など、地域課題解決への方策を持っているか。

120

スポーツ事業
生涯スポーツ振興の視点からスポーツ事業を企画しているか。
スポーツ事業に利用者ニーズを把握し、サービスに反映させる
方策を持っているか。

120

図書館事業

①出張お話し会等、地域住民に密着したサービスを実施し、読書推進
事業について的確な方策を持っているか。　②特集コーナー設置や館
内環境の整備を行い、図書館資料を有効に提供し、区民の知識と教養
を高める方策を実施しているか。

120

責任者（地域学習センター長、図書館長）は、施設の運営を安
心して任せられる人材であるか。 60

1200 957 79.7% 657 54.7%

1620 1273 78.5% 841 51.9%

※１　区内の事業者（本店・支店機能、業務区域）に対し、一次審査獲得点数の２％～５％を加点
※２　足立区ワークライフバランス認定企業に対し、一次審査獲得点数の２％を加点

責任者の人材 45 42

第二次審査合計

選定審査会合計

接客サービス 48 36

90 66

施設保全の考え方 45 36

利用者団体の育成 54 30

事
業

102 48

96 54

51 42

地域との関係づくり、交流 54 45

第一次審査合計

第
二
次
審
査
（
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
）

管
理
運
営
体
制

48 39

54 39

取
組
方
針

96 54

84 66

利用者意見の反映・満足度の向上 90 60

個人情報保護対策

加
点

14 8

足立区ワークライフバランス推進認定企業（又は他自治体の同様事業の認定企業） 5 0

提
案
書
に
関
す
る
事
項

42 24

48 24

22 13

選考要素 得点 得点

第
一
次
審
査
（
書
類
審
査
）

組
織
の
安
定
性

24 24

42 0

26 19

運
営
の
安
定
性

48 39

45 33

審査項目及び審査結果

施設名
東和地域学習センター

東和図書館

事業者名 ヤオキン・ＡＳＣＣ
共同事業体

Ｂ社



第１２号議案 

   足立区文化財の登録について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年１月８日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 青 木 光 夫 

 

   足立区文化財の登録について 

足立区文化財について、下記のとおり登録する。 

記 

１ 登録する文化財 

足立区登録有形文化財（彫刻） 銅造阿弥陀如来坐像 一軀 

足立区登録有形文化財（彫刻） 木造夢想普賢菩薩立像 一軀 

                附 法華経巻子本 一巻 

足立区登録有形文化財（彫刻） 木造妙見菩薩坐像 一軀 

足立区登録有形文化財（工芸品） 八代目市川團十郎奉納木造提灯扁額 

一面 

 

 

 （提案理由） 

 文化財保護審議会より答申を受けた文化財について、足立区文化財保

護条例第４条の規定に基づき、登録する必要があるので、この案を提出

いたします。 



第 １ ２ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２７年１月８日 

件 名 足立区文化財の登録について 

所 管 部 課 名 地域のちから推進部 地域文化課 

内 容 

１ 理由 

足立区文化財保護審議会を平成２６年１１月２０日及び１２月４日に

開催した結果、教育委員会から諮問した文化財登録について答申があっ

たため。 

 

２ 主な内容 

（１）登録 

有形文化財（彫刻） 

銅造
どうぞう

阿弥陀
あ み だ

如来
にょらい

坐像
ざ ぞ う

 一軀
い っ く

 千住・安養院所有 

有形文化財（彫刻） 

木造
もくぞう

夢想
む そ う

普賢菩薩
ふ げ ん ぼ さ つ

立 像
りゅうぞう

 一軀  附
つけたり

法華経巻子本
ほけきょうかんすぼん

 一巻 

伊興・真国寺所有 

有形文化財（彫刻） 

木造妙 見
みょうけん

菩薩坐像 一軀 伊興・長勝寺所有 

有形文化財（工芸品） 

八代目市川團
だん

十郎奉納木造提灯扁額
へんがく

 一面 関原・大聖寺所有

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今 後 の 方 針 区ホームページによる周知及び文化財保護指導員による巡視を行う。 

 



 

 

 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２７年１月８日 

件 名 
平成２６年度「東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査」の

結果について 

所管部課名 学校教育部 教育指導室 

内 容 

 

平成２６年度「東京都児童･生徒体力･運動能力、生活･運動習慣等調査」に

ついて、本区における結果がまとまったので、下記のとおり報告する。 

１ 調査対象及び実施期間 

全児童・生徒 平成２６年４月から６月 

２ 調査方式（全８種目） 

① 握力   ②上体起こし     ③長座体前屈  ④反復横とび 

⑤ 20ｍシャトルラン・持久走  ⑥50ｍ走    ⑦立ち幅跳び 

⑧ ハンドボール（中学校）・ソフトボール（小学校）投げ 

３ 調査結果 

（１）体力・運動能力について 

小 

学 

校 

【学年・男女別、種目別の 96 項目】 

・45 項目で昨年度の区の平均値を上回った 

・25 項目で３年続けて平均値が向上した(20ｍシャトルランなど） 

・38 項目で東京都の平均値を上回った 

（上体起こし・反復横跳び・20ｍシャトルラン など） 

中
学
校 

【学年・男女別、種目別の 54 項目】 

・35 項目で昨年度の区の平均値を上回った 

（反復横とび・20ｍシャトルラン など） 

（２）生活・運動習慣等について 

小 

学 

校 

・「休み時間や放課後に運動やスポーツをしている」と回答した児童の

割合が、都の平均値より高い。 

・「運動やスポーツをもっとしたい」と回答した児童の割合が、第６学

年になると減少。 

中

学

校 

・「６時間以上睡眠をとっている」と回答した生徒の割合が、学年が上

がるにつれて減少。 

・「運動やスポーツをもっとしたい」と回答した生徒の割合が、学年が

上がるにつれて減少。 

・生活・運動習慣については昨年度と大きな変化は見られない。 

・今年度から調査した「携帯電話等の使用時間」については、学年が上がるに

従って使用時間の割合が高くなっている。 

・これらのデータを校長会への周知、家庭への啓発に活用し、今後も生活・運

動習慣の改善に活かしていく。 

今後の方針 

１ 小学校の「握力」「柔軟性」、小・中学校の「走力」「投力」に課題がある。

授業や体力向上に向けた取組の改善工夫を図る。 

２ 今回の結果は、区のホームページで公表予定。 

 



 
 
 
  

 
                                                                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２６年度 東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査（東京都統一体力テスト）における、足立区の体力・運動能力、生活・運動習慣等調査結果（概要）

小学校   東京都との比較 

体力・運動能力について 

 

男子 

女子 

 
         

１年男 ↓ ↑ ↑ ↑ ↑  ↑  

２年男     ↑    
３年男 ↑ ↑ ↓ ↑ ↑  ↑ ↑ 
４年男 ↑  ↓ ↑ ↑  ↑ ↓ 
５年男  ↑   ↑  ↑ ↓ 
６年男 ↓   ↑ ↑   ↓ 

１年女  ↑ ↑  ↑  ↑  
２年女 ↓ ↑ ↓  ↑ ↑  ↑ 
３年女 ↓  ↓ ↑   ↑  
４年女 ↓ ↑ ↓ ↑ ↑  ↑  
５年女 ↓ ↑ ↓ ↓ ↑ ↑ ↑ ↑ 
６年女 ↓ ↑ ↓ ↑ ↑ ↓ ↑  

※↑は昨年度より数値が上昇した項目 ↑ は３年続けて数値が上昇した項目 ↓ は２年続けて数値が下降した項目 

 
 

上
体
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こ
し 

長
座
体
前
屈 

反
復
横
と
び 

シ
ャ
ト
ル
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立
ち
幅
跳
び 

50
ｍ
走 

ボ
ー
ル
投
げ 

握
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《傾向》 
○学年・男女別、種目別の 96 項目中、45 項目で昨年度記録を上回った。 
○3 年続けて数値が上昇したのは、25 項目。「20m シャトルラン」はほぼ全学年で男

女とも過去の記録を上回った。 
○「５０ｍ走」「ボール投げ」は数値の変化はなく、「握力」の記録は年々下降傾向に

あり、課題である。 

小学校 足立区のこの３年間の比較 

足立区の児童の運動能力については、一部の項目を除き、ほとんどの項目において

過去最高値または３年間で数値が上昇傾向にある。 

○学年・男女別、種目別の 96 項目中、38 項目（39.6％）で東京都の平均値を上回った。

○「上体起こし」では、ほぼ全ての学年で東京都の平均値を上回っており、６年男子も

あと 0.6 ポイントである。 
○「20ｍシャトルラン」では、ほぼ全ての学年で都の平均値を上回っているまたは都の

平均値の差は縮まっている。 
○小学校の低・中・高学年男女別、種目別（32 項目）の都平均を上回っている項目は、

１、２学年では、19 項目(59％) 
３、４学年では、14 項目(44％) 
５、６学年では、５項目(16％) である。 

東京都との比較による傾向 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平成２６年度 東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査（東京都統一体力テスト）における、足立区の体力・運動能力、生活・運動習慣等調査結果（概要）

体力・運動能力について 

中学校   東京都との比較 

○学年・男女別、種目別の 54 項目中、32 項目（59％）で昨年度より東京都の平均値との差

が縮まった。「長座体前屈」は全学年男女、「反復横とび」は、２年生男子以外の全学年男

女で差が縮まっている。 
○学年・男女別、種目別の 54 項目中、１項目１年生男子の握力（１％）で東京都の平均値を

上回った。 

男子 

 

女子 

 
           

１年男 ↑ ↓  ↑ ↑ ↑  ↓ ↑ 

２年男   ↑ ↑ ↑ ↑   ↓ 

３年男 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑  

１年女 ↑ ↑ ↑ ↑  ↑  ↑ ↑ 

２年女 ↑  ↑ ↑ ↑ ↑  ↑  

３年女 ↓ ↑ ↑ ↑  ↑ ↓ ↑ ↓ 

※↑は昨年度より数値が上昇した項目 ↑ は３年続けて数値が上昇した項目 ↓ は２年続けて数値が下降した項目 
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《傾向》 
○学年・男女別、種目別の 54 項目中、35 項目で昨年度の記録を上回った。 
○３年続けて数値が上昇したのは、９項目。「反復横とび」「20m シャトルラン」は全学年で男女とも

過去の記録を上回った。 
○１部の学年を除いて「５０ｍ走」「ボール投げ」の数値の変化はない。

中学校 足立区のこの３年間の比較 

足立区の生徒の運動能力については、一部の項目を除き、向上傾向にある。 

東京都との比較による傾向 

各学校では、運動に親しむ機会として体育授業のほかに「中休み」「昼休み」（持久走、長なわなど）や放課後

に校庭、体育館等（放課後子ども教室）を設定している。しかし、区全体の児童・生徒の体力・運動能力につい

ては、小学校の柔軟性（長座体前屈）、小・中学校の走力、投力に課題がみられる。この課題の解決に向けて、

各学校で「体力向上推進プラン」を作成し、全児童・生徒が自らの体力向上の目標を明確にして取り組むことが

できる体育授業の工夫・改善や体力向上に向けた全体的な取組の充実が一層必要である。 

小・中学校９年間を通して  



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２６年度 東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査（東京都統一体力テスト）における、足立区の体力・運動能力、生活・運動習慣等調査結果（概要）

生活・運動習慣について 

調査の実施について 

実施時期 平成２６年４月～６月 

実施校数 区内全小学校７０校及び全中学校３７校 

実施学年 小学校１年生～６年生の全学年及び中学校１年生～３年生の全学年 

実施人数 小学校 ３０,８７８名  中学校 １３,６６３名 

調査項目 ①握力      ②上体起こし       ③長座体前屈 

       ④反復横とび  ⑤２０ｍシャトルラン（中学校は持久走とのどちらかを選択） 

       ⑥５０ｍ走     ⑦立ち幅とび       ⑧ハンドボール投げ 

     ※身長・体重・座高の測定    

     ※生活・運動習慣等に関するアンケート 

 

 
 

  

生活習慣について、小学校の保健の授業や保護者会、

長期休業明けの生活習慣の見直し等に活用できる。 
資料にはないが、朝食の摂取について「毎日」「ときどき」

の合計の割合は東京都とほぼ変わらない。睡眠、テレビ

の視聴時間、携帯等の使用時間は東京都と比べ、睡眠時

間は全体的に短く、視聴や使用時間は長い傾向にある。

男子に比べ、女子の方が、平日運動している割合が低い。運動やスポー

ツをしたいと「思う」「やや思う」の合計の割合が中３女子では一番低い。

運動やスポーツをしたいと「思う」児童生徒の割合を高くするために、

授業改善を図ることが重要である。 

 
 

 

 



 

 

 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２７年１月８日 

件 名 第２回いじめアンケート集計結果報告について 

所管部課名 学校教育部 教育政策課、教育指導室 

内 容 

 第２回足立区いじめアンケートの集計結果について、概要を下記のとおり 

報告する。詳細は別紙「資料１」のとおりである。 

 

               記 

 

１ アンケート実施期間 

  平成２６年１１月１日～３０日において各学校が定めた期間 

 

２ アンケート実施方法 

  児童・生徒が家庭にアンケート用紙を持ち帰り記入した後、専用の封筒で

学校に提出する。 

 

３ いじめの認知件数と解消率 

  認知件数 解消数 解消率 

小学校 
第２回 ４９０件 ４０２件 ８２％ 

第１回 ２３５件 １２９件 ５５％ 

中学校 
第２回 ３２７件 ２５１件 ７７％ 

第１回 １８５件 １１５件 ６２％ 

・認知件数、解消数は、第１回は４月から６月までのもの。 

           第２回は４月から１１月までのもの。 

・認知件数が増加していることについては、各校がいじめ相談箱やスクール

カウンセラーとの連携など、アンケート以外でもいじめの状況を把握してい

ることが関係していると考えられる。 

・解消率が増加していることについては、各校がいじめの早期発見・解決に

向けて、学校いじめ防止対策委員会等により組織的に対応したり、児童・生

徒が自主的にいじめ防止に取り組んだりした成果であると考える。 

 

今後の方針 
解決に至っていないいじめ事案については、学校と教育委員会が十分な連携

を図りながら、早急な解決に向けた取組を進める。 

 



平成２６年度 いじめアンケート集計結果（第２回） 

 

１ 認知件数 

 認知件数 解消 解消率 

小学校 
２６年度（第２回） ４９０ 件 ４０２ 件 ８２％ 
２６年度（第１回） ２３５ 件 １２９ 件 ５５％ 
２５年度 ６３７ 件 ５５７ 件 ８７％ 

中学校 

２６年度（第２回） ３２７ 件 ２５１ 件 ７７％ 
２６年度（第１回） １８５ 件 １１５ 件 ６２％ 

２５年度 １５９ 件 １０６ 件 ６７％ 
 
２ 平成２６年度 認知したいじめの態様内訳ごとの件数 （複数回答） 

 小学校 中学校 
第１回 第２回 第１回 第２回 

1 冷やかし・からかい・悪口・おど

し文句 
１６６ ３２３ １３２ ２３０

2 仲間はずれ・無視 ７５ １４８ ２５ ５４

3 軽くぶつかられる・遊ぶふりをし

てたたかれる・けられる 
７１ ９６ ６３ １２１

4 ひどくぶたれる・たたかれる・け

られる 
５７ ８２ １９ ３４

5 お金を取られる・かくされる  ３ ７ １ １１

お菓子代・銭湯代・食品等の

おごり（すべて解決済） 
お金を貸した。食品等のお

ごり（すべて解決済） 
6 ものを取られる・かくされる・ぬ

すまれる 
４３ ７７ ３４ ４９

7 いやなことや危険なこと、はずか

しいことをされる・させられる 
４２ ６１ ３２ ３３

8 パソコンや携帯電話でいやなこ

とを書かれる・される 
３ １４ ２０ ３６

9 上記以外 
 

２４ ３４ ３ ９

他校の子から悪口・持ち物に

落書き・鬼ごっこの鬼をずっ

とやる・約束破り 

手紙に悪口・変なあだな 

10 友達がいじめられているところ

を見たことがある。 
１１０ ２９９ ５１ １３０

 

３ いやなことがあったときに相談できる相手について 

 小学校 中学校 
いやなことがあったときに相談でき

る相手がいる 
第１回 第２回 第１回 第２回 
９１％ ９４％ ８３％ ８８％ 

 



教 育 委 員 会 報 告 
平成２７年１月８日 

件 名  学 校 事 故 報 告 に つ い て（平成２６年度１２月分） 

所管部課名 学校教育部 教育指導室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 学校事故状況 
管理下 １件（小学校１件） 
管理外 ３件（小学校３件） 
合計 ４件  
  

２ 事故内容 
 (1) 交通事故 
  ア 学童保育からの帰途、道路を横断しようと飛び出した際、車両と 

接触、転倒し、臀部打撲。            （小学校管理外）
 
  イ 公園で遊んでの帰り、信号機のない交差点を渡ろうと飛び出した際、

車両と接触、転倒し、右手及び右足打撲 。     （小学校管理外）
 
  ウ 自宅付近で、前方を確認しないまま走った際、看板の鉄柱に激突、 

顔面を強打し、頭部及び鼻骨骨折。         （小学校管理外）
 

(2) 休憩時間、放課後、登下校時、部活動等における傷害、打撲等の事故
ア ２０分休み、校庭の低鉄棒に後ろ向きで乗ろうとした際、バランスを
崩し、後方に倒れ、頭部打撲、胸部捻挫。       （小学校管理下）

 
    
３ 各学校への事故防止の指導 

(1) 交通事故防止について 
学校管理（内・外）を含めた事故発生状況を踏まえ、児童・生徒に正し

い交通マナーを具体的に指導するとともに、家庭等へ注意喚起を促し、未
然防止を図る。  

 
(2) 休憩時間、放課後等における事故防止について 

   校舎内外の過ごし方、危険行為の未然防止についての指導を図る。 
 

 
 

今後の方針 

  

児童・生徒の登・下校時の安全教育の徹底を図り、家庭や地域社会、関係機

関等と連携し、各種事故の未然防止を強化する。  

 

 



 
   学校事故状況       平成２６年度１２月分（児童・生徒）  教 育 指 導 室 
 

 
   内             訳 

   管 理 下   管 理 外  
 合 計

 幼稚園  小学校  中学校  小学校  中学校

 
  交 通 事 故 

 自転車・バイク       

 歩行者・ｷｯｸﾎﾞｰﾄﾞ    ３  ３ 

 
 
 
授業中の傷害打撲等の
 
事故 

 
 

 骨折・脱臼・捻挫       

 裂傷・打撲・暴行       

 火傷・熱傷       

 歯目鼻耳等の損傷       

発症・発作・火傷       

 
 休憩時間・放課後・登
 
下校時の傷害打撲等の
 
事故（学校行事含む）

 骨折・脱臼・捻挫       

 裂傷・打撲・暴行  １    １ 

 歯目鼻耳等の損傷       

発症・発作・火傷       

教師の指導上による傷

害・打撲等の事故 

 骨折・脱臼・捻挫       

歯目鼻耳等の損傷       

 暴力・暴行傷害事件       

 家出・外泊・行方不明       

 窃盗・万引き・恐喝       

 対教師暴力       

 火災・火傷・火遊び       

 その他・地域での怪我       

 
  死      亡 

  病    死       

  事 故 死       

    合           計  １  ３  ４ 
 
 
  
 
 （施 設） 
 

  区      分  幼稚園  小学校  中学校     内            容 

 窓ガラス及び施設破損     

 不法侵入・盗難     

 その他     

   合    計 ０ ０ ０  

 
 
 



 

 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２７年１月８日 

件 名 
（仮称）足立区子ども・子育て支援事業計画（案）の策定及びパブリックコメン

トの実施について 

所管部課名 子ども家庭部子ども家庭課 

内 容 

１ 子ども･子育て支援事業計画の概要 

（１）計画の期間 

５年間（平成２７年度～平成３１年度） 

（２）計画策定にあたっての考え方 

以下の点を考慮し、計画の策定作業を進めていく。 

① 国が示した基本指針(平成 26 年 7 月 2 日内閣府告示第 159 号)のとお

り、学童保育室事業を除き、就学前子どもを対象としたものとすること。

※子ども・子育て支援法第６１条 

市町村は、基本指針に即して、５年を一期とする教育・保育及び

地域子ども･子育て支援事業の提供の確保その他この法律に基づ

く業務の円滑な実施に関する計画を定めるものとする。 

② 居所不明児や子どもの貧困など新たに解決すべき課題を取り入れた計

画とすること。 

③ ｢足立区基本構想｣等の上位計画や｢足立区重点プロジェクト推進戦略｣

等の関連計画との整合・連携を図ること。 

 

（３）計画の構成(案) 

  ① 計画の策定にあたって【任意記載事項】 

     計画策定の背景や位置づけなど 

  ② 足立区の子ども・子育て家庭を取り巻く現状と課題【任意記載事項】

     ニーズ調査結果を踏まえた子育て世帯の現状と課題など 

  ③ 計画の基本理念【任意記載事項】 

     計画の基本理念など 

  ④ 基本目標と施策体系【任意記載事項】 

     基本目標とその目標を達成するための施策など 

  ⑤ 計画の内容【法定記載事項】 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方

策及びその実施時期など 

    

 ※法定記載事項の部分の策定にあたっての留意事項 

  ア この法定記載事項の部分は、子ども・子育て支援法第６１条第

２項により、子ども･子育て支援新制度がスタートする平成２７年

４月までに策定するものとされているため、任意記載事項の部分

に先行して、下記のとおりパブリックコメントを実施する。 



 

 

  イ 「量の見込み」と「平成２７年度以降の保育の必要性の認定数」

に乖離が生じた場合、必要に応じて平成２８年度以降の計画の内

容を見直す。 

（４）今後のスケジュール  

審議内容 審議時期 審議機関 

事業計画素案(法定記載事

項部分)の策定とパブリッ

クコメントの実施 

１/８ 教育委員会定例会 

１/２２ 子ども施策調査特別委員会 

１/２６～２/２４ パブリックコメントの実施 

パブリックコメントの実

施結果と事業計画(法定記

載事項部分)の策定 

２/２４ 教育委員会協議会 

(３/１２ 教育委員会定例

会) 

３/１１ 子ども施策調査特別委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 

パブリックコメントを実施のうえ、事業計画（法定記載事項部分）を今年度

中に策定する。なお、あだち広報（１月２５日号）や区ホームページなどを活

用して、パブリックコメントを実施する旨の周知に努める。 

 



 

 

 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２７年１月８日 

件 名 新田地域における認可保育所の公募について 

所管部課名 子ども家庭部 子ども・子育て支援課 子ども・子育て施設課 

内 容 

新田地域における待機児童対策及び大規模集合住宅対策として、区有地を活

用した認可保育所の公募を実施する。 

 

１ 区 有 地 名   地域包括支援センター新田（普通財産に変更予定） 

２ 所 在 地  足立区新田二丁目１番８（地番） 

３ 敷 地 面 積  ５００．００m2 

４ 開設予定日  平成２８年４月１日 

５ 定   員  ６０名程度(０歳～５歳児) 

６ 貸付条件等  一般定期借地権 ５０年（予定） 

７ ｽｹｼﾞｭｰﾙ予定  平成２７年１月下旬 運営事業者公募 

         平成２７年３月中旬 運営事業者決定 

         平成２８年４月１日 保育所（民設民営）開設 

 

 

今後の方針 

関係町会・自治会、地元住民には、保育所建設について丁寧に説明していく。

運営事業者決定後は平成２８年４月１日の開設に向けて、進捗管理を確実に行

っていく。 

追加資料 



 

 

 

 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２７年１月８日 

件 名 千住地域における認可保育所の公募について 

所管部課名 子ども家庭部 子ども・子育て支援課 子ども・子育て施設課 

内 容 

平成２６年８月から１１月にかけて千住地域で行った保育施設の公募におい

て、７０名定員の認可保育所１所、１５～１９名定員の小規模保育室２室が不

調となった。その代替策として、以下のとおり認可保育所の公募を行う。 

 

１ 区有地を活用した認可保育所の公募について 

（１）区 有 地 名   千住龍田児童遊園（普通財産に変更予定） 

（２）所 在 地  足立区千住龍田町１０番１・４（地番） 

（３）敷 地 面 積  ５６９．６８m2 

（４）開設予定日  平成２８年４月１日 

（５）定   員   ８０名程度(０歳～５歳児) 

（６）貸付条件等  一般定期借地権 ５０年（予定） 

（７）ｽｹｼﾞｭｰﾙ予定  平成２７年１月中旬 住民説明会 

平成２７年１月下旬 運営事業者公募 

平成２７年３月中旬 運営事業者決定 

平成２７年７月上旬 保育所建設着工 

平成２８年２月下旬 保育所竣工 

平成２８年４月１日 保育所（民設民営）開設 

 

２ 民有地を活用した認可保育所の公募について 

（１）開設予定日  平成２８年４月１日 

（２）定   員   ８０名程度(０歳～５歳児) 

（３）ｽｹｼﾞｭｰﾙ予定  平成２７年１月下旬 運営事業者公募 

平成２７年３月中旬 運営事業者決定 

平成２８年４月１日 保育所（民設民営）開設 

 

今後の方針 

１ 区有地への保育所整備については、関係町会・自治会、地元住民に丁寧に

説明していく。 

２ 運営事業者決定後は平成２８年４月１日の開設に向けて、進捗管理を確実

に行っていく。 

 

差替資料 



 

 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２７年１月８日 

件 名 梅田地域における認可保育所開設・運営事業者の決定について 

所管部課名 子ども家庭部子ども・子育て支援課 子ども・子育て施設課 

内 容 

梅田地域における認可保育所開設・運営事業者の決定について、東武鉄道株

式会社より情報提供があったので報告する。 

 

１ 募 集 事 業 者  東武鉄道株式会社 

２ 事業者決定日  平成２６年１２月１６日 

３ 地 区 名  東武伊勢崎線梅島駅西新井駅間高架下 

４ 所 在 地  足立区梅島三丁目１７番２０号 

５ 敷 地 面 積   １，６４９m2 

６ 事 業 者 名  株式会社日本生科学研究所 

７ 事 業 者 住 所  東京都新宿区河田町３－１０ 

８ 施 設 計 画  認可保育所（民設民営） 

定員８５名（０歳～５歳）予定 

平成２８年１月開設予定 

今後の方針 平成２８年１月開設に向け、決定事業者と協議を進めていく。 

 



 

 

 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２７年１月８日 

件 名 保育施設の平成２７年４月利用申込受付状況について 

所管部課名 子ども家庭部 子ども・子育て支援課 

内 容 

認可保育所・認定こども園・小規模保育・家庭的保育（保育ママ）の平成 

２７年４月入所申込受付状況について、以下のとおり報告する。 

 

受付件数一覧（受付期間11/17～12/1）     平成２６年１２月１５日現在 

受 付 場 所 受 付 件 数 ※１園(所)当り平均 

保 

育 

所 

区立 ４０７（△ 9） １０．７ 

私立（含公設民営） ５２６（ 57） ９．４ 

こども園 １０（△23） ３．３ 

計 ９４３（ 25） ９．７ 

福 

祉 

事 

務 

所 

千住 １６８（△ 4）  

東部 １５３（ 17）  

西部 １０３（ 11）  

北部 １７３（ 61） ※１所当り平均 

計 ５９７（ 85） １４９．３ 

子ども・子育て支援課 １，６５９（ 287）  

 合 計 ３，１９９（ 397）  

10～1月申込待機者 １，１１６（ 134）  

 総合計 ４，３１５（ 531）  

○ 平成２７年４月１日の募集人数（予定）は２，６９２人 

○ 受付件数の（ ）内は対前年度増減数 

○ 転園、区外からの入園、区外園との併願申込みを含む。 

＜参考＞ 

認可保育所・区立認定こども園の平成２６年４月入所申込受付件数一覧 

（受付期間11/22～12/6）             平成２６年１月８日現在 

受 付 場 所 受 付 件 数 ※１園(所)当り平均 

保 

育 

所 

区立 ４１６ １０．４ 

私立（含公設民営） ４６９ ８．９ 

こども園 ３３ １１．０ 

計 ９１８ ９．６ 

福 

祉 

事 

務 

所 

千住 １７２  

東部 １３６  

西部 ９２  

北部 １１２ ※１所当り平均 

計 ５１２ １２８．０ 

保育課 １，３７２  

 合 計 ２，８０２  

10～1月申込待機者 ９８２  

 総合計 ３，７８４  

○ 転園、区外からの入園、区外園との併願申込みを含む。 

 

 

 

今後の方針 保育施設利用調整結果通知書の発送は２月６日（金）を予定している。 

 



 

 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２７年１月８日 

件 名 家庭福祉員（保育ママ）等の新規開業について（第２期） 

所管部課名 子ども家庭部 子ども・子育て施設課 

内 容 

 

下記のとおり家庭福祉員認定者を報告する。 

平成２６年度第２期の募集（募集期間：平成２６年７月１０日～８月２０日）

には、１０名の応募があり、７名が養成研修に進んだ。第１期養成研修未受講者

１名を含む８名の研修修了者のうち、７名が認定を受けた。 

なお、家庭福祉員による保育ママ事業は、平成２７年度から始まる子ども・子

育て支援新制度により、家庭的保育事業へ移行する。 

 

記 

１ 家庭福祉員として開業（平成２７年４月に家庭的保育事業に移行予定） 

※公開日 平成２７年１月９日（金）（足立区ホームページに掲載） 

NO 氏  名 開設場所 開業月 

１ 豊田
と よ だ

 千恵子
ち え こ

 西綾瀬 1-5-7-507 

平成２７年２月 ２ 品田
し な だ

 純子
じゅんこ

 西新井本町 5-9-31 

３ 山中
やまなか

 萌
もえ

 保塚町 18-1-101 

 

２ 家庭的保育事業として開業 

※平成２７年４月入所の保育施設利用を申し込み不承諾となった人等を対

象に、２月の追加選考で募集する。 

NO 氏  名 開設場所 開業月 

４ 中村
なかむら

 和代
か ず よ

 古千谷本町 2-5-27 

平成２７年４月 
５ 梅津

う め つ

 真帆
ま ほ

 南花畑 2-44-5 

６ 大森
おおもり

 幸子
さ ち こ

 東和 4-21-9 

７ 長谷川
は せ が わ

 裕子
ひ ろ こ

 西伊興 2-9-5 

 

 

今後の方針 
待機児童解消アクションプランに基づき、今後も家庭的保育者を養成してい

く。 

 



 

 

 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２７年１月８日 

件 名 中央図書館一部業務委託プロポーザルによる事業者の決定について 

所管部課名 地域のちから推進部 中央図書館 

内 容 

中央図書館一部業務委託の次期委託事業者の選定にあたり、公募型プロポー

ザルを実施した結果、下記の事業者を次期委託事業者として特定したので報告

する。 

記 

１ 特定事業者 

所在地：東京都調布市調布ヶ丘三丁目６番地３号 

名 称：シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社 

 

２ 選定経過 

申込期限（平成２６年１０月２４日）までに参加表明のあった事業者に

ついて、書類審査及びプレゼンテーションによる選考を実施し、提案書を

特定した。 

 

（１）書類審査  （第一次審査） 平成２６年１１月１９日 

提案書提出者３社を選定した。（参加表明事業者：３社） 

（２）ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ（第二次審査） 平成２６年１２月８日 

提案書提出事業者３社から、１社の提案書を特定した。 

（３）審査結果 詳細は資料１、２を参照 

順位 事業者名 
合評点 

（960 点満点中）

１ シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社 717 点（74.7%）

２ Ａ社 672 点（70.0%）

３ Ｂ社 643 点（67.0%）

（４）選定委員会の構成 

学識経験者１名、区民委員１名、区職員４名 合計６名 

 

３ 業務期間 

平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

（ただし、業務実績に応じて２回まで更新可能） 

今後の方針 
東京電機大学図書受渡窓口業務の引継ぎなど、平成２７年４月からの業務が

円滑に進むように手続きを進めていく。 

 



足立区立中央図書館一部業務委託審査項目・評価基準及び選定結果 資料１

第一次審査（提案書提出者の選定）　　※委員６名で審査

配点

経営の安定性 10

過去3ヵ年の会社決算資料等
から総合的に判断して経営状
態は非常に良好である。

10

過去3ヵ年の会社決算資料等
から総合的に判断して経営状
態は良好である。

7

過去3ヵ年の会社決算資料等
から総合的に判断して経営状
態は比較的安定しているが、
業績の信頼性にやや不安が
ある。

4

過去3ヵ年の会社決算資料等
から総合的に判断して経営状
態が不安定であり、業績の信
頼性に不安がある。 0 60 42 60 27

図書館運営の実績 10

平成26年度に複数の公立図
書館かつ中央館での受託実
績がある。

10

平成26年度に公立図書館の
受託実績はないが、過去3年
以内に受託実績がある。

7

平成26年度に公立図書館の
受託実績はないが、過去３年
以内に公共的な社会教育施
設等の受託実績がある。 4

過去3年以内に公立図書館や
公共的な社会教育施設の受
託実績がない。

0 60 57 57 48

図書館運営の理念 5

実績・会社概要等から図書館
運営の理念は高いレベルの
ものを持っている。

5

実績・会社概要等から図書館
運営の理念はある。

3

実績・会社概要等から図書館
運営の理念は不十分である。

2

実績・会社概要等から図書館
運営の理念はない。

0 30 22 24 20

図書館運営のノウハウ 5

実績・会社概要等から図書館
運営のノウハウは高いレベル
のものを持っている。

5

実績・会社概要等から図書館
運営のノウハウはある。

3

実績・会社概要等から図書館
運営のノウハウは不十分であ
る。

2

実績・会社概要等から図書館
運営のノウハウはない。

0 30 24 26 20

業務遂行体制 10

図書館運営を任せられる十
分な人数のスタッフ、司書資
格者を有している（見込みが
ある）。 10

図書館運営を任せられる人
数のスタッフ、司書資格者を
有している（見込みがある）。

7

図書館運営を任せられる十
分な人数のスタッフはいる
が、司書資格者数は不足して
いる（見込みである）。 4

スタッフ数、司書資格者数とも
不足している（見込まれる）。

0 60 51 51 36

人材・社員研修に関する
事項 10

社員研修の考え方や制度が
確立しており、社員の研修受
講に積極的に取り組んでい
る。レファレンス等図書館専
門分野についても充実してい
る。

10

社員研修の考え方や制度は
あるが、レファレンス等図書館
専門分野については不十分
である。 7

社員研修の考え方や制度が
不十分である。

4

社員研修の制度がない。

0 60 45 48 43

コンプライアンス体制 10

会社として労働関係法令を遵
守し、コンプライアンスに取り
組む基本方針を持ち、また体
制も整備されており、実効性
が期待できる。

10

会社として労働関係法令を遵
守し、コンプライアンスに取り
組む基本方針を持ち、体制が
整備されている。 7

会社として労働関係法令を遵
守し、コンプライアンスに取り
組む基本方針・体制がやや不
十分である。 4

会社として労働関係法令を遵
守し、コンプライアンスに取り
組む方針を持っていない。ま
たは、方針はあるが杜撰で実
効性が期待できない。

0 60 42 45 45

第一次審査得点計 60 360 283 311 239

提案書提出者
として決定

提案書提出者
として決定

提案書提出者
として決定

審査結果

評価項目
評価Ａ 評価Ｂ 評価Ｃ 評価Ｄ

Ａ社 Ｂ社

評価基準（中間点あり）
配点計
（６名計）

シダックス
大新東

ヒューマン
サービス
株式会社



足立区立中央図書館一部業務委託審査項目・評価基準及び選定結果 資料２

第二次審査（提案書の特定） ※委員６名で審査

配点

取り組み方針（ア） 15

仕様書記載の目的に沿った
取り組み方針が確立されてお
り、魅力的な図書館運営が十
分期待できる。

15

仕様書記載の目的に沿った
取り組み方針がある。

10

仕様書記載の目的に沿った
取り組み方針としては不十分
である。 5

仕様書記載の目的に沿った
取り組み方針は、図書館運営
の点で意味をなさない。 0 90 70 68 52

取り組み方針（イ） 15

情報収集したものを現場で活
かせる仕組みが確立されてお
り、利用者サービスの向上が
十分期待できる。

15

情報収集したものを現場で活
かせる仕組みがあり、利用者
サービスの向上が期待でき
る。

10

情報収集等を行う仕組みが
不十分であり、利用者サービ
スの向上はあまり期待できな
い。

5

情報収集等を行う仕組みもな
く、利用者サービスの向上は
期待できない。 0 90 60 67 60

組織体制と人員配置 20

高い水準で組織体制が確立
されており、従事する司書資
格者の図書館勤務経歴も長
い。また、職員配置も効率的
で適正である。

20

十分な水準での組織体制が
確立されており、従事する司
書資格者の図書館勤務経歴
も相応である。また、職員配
置も適正である。

14

組織体制は十分ではなく、従
事する司書資格者の図書館
勤務経歴も短い。また、職員
配置は効率的とまでは言い
がたい。

8

組織体制が確立されていると
は言いがたく、従事する司書
資格者の図書館勤務経歴は
ほとんどない。また、職員配
置は効率的でない。

0 120 84 76 79

接客サービスとトラブル
防止策 30

接遇サービスの水準が高い
位置で保たれており、満足度
を上げる試みも確立されてい
る。また、トラブル防止策も具
体的で社員に十分周知され
ている。

30

接遇サービスの水準は十分
であり、満足度を上げる試み
もある。また、トラブル防止策
も社員に周知されている。 20

接遇サービスの水準は十分
ではなく、満足度を上げる試
みも弱い。また、トラブル防止
策も社員に周知されていると
までは言いがたい。

10

接遇サービスの水準が不足し
ており、満足度を上げる試み
もない。また、トラブル防止策
も社員に周知されていない。 0 180 130 120 120

危機管理体制 20

危機管理体制が確立し、訓練
も充実している。安心して図
書館の運営を任せられる。 20

危機管理体制があり、訓練も
行われており、図書館の運営
を一応は任せられる。 14

危機管理体制が不十分で、
訓練は実施しているが、図書
館の運営はやや不安がある。 8

危機管理体制が不十分で、
図書館の運営は不安である。

0 120 95 81 77

効率的な運営に関する
提案 20

効率的な方策、または経費の
節減につながる具体的提案
があり十分な効果が見込まれ
る。
また、見積金額は、提出され
た提案書の内容以上のもの
を含んでいる。

20

効率的な方策、または経費の
節減につながる提案があり効
果が見込まれる。
また、見積金額は、提出され
た提案書の内容に見合ったも
のである。

14

効率的な方策、または経費の
節減につながる提案が一部
実現可能であり、ある程度の
効果が見込まれる。
また、見積金額は、提出され
た提案書の内容に見合ったも
のとはいえない。

8

効率的な方策、または経費の
節減につながる提案の実現
性に不安がある。
また、見積金額は、提出され
た提案書の内容と比較し割高
なものとなっている。

0 120 86 84 74

業務遂行に対する熱意 20

図書館運営及び人材育成等
の実績・経験を十分に有して
おり、強い熱意が感じられる。 20

図書館運営及び人材育成等
の実績・経験を有しており、あ
る程度の熱意を感じることが
できる。

14

図書館運営及び人材育成等
の実績・経験が不足してお
り、熱意を感じるほどではな
い。

8

図書館運営及び人材育成等
の実績・経験がまったくなく、
熱意を感じることができない。 0 120 98 82 96

コンプライアンス体制 10

会社として労働関係法令を遵
守し、コンプライアンスに取り
組む基本方針を持ち、また体
制も整備されており、実効性
が期待できる。

10

会社として労働関係法令を遵
守し、コンプライアンスに取り
組む基本方針を持ち、体制が
整備されている。

7

会社として労働関係法令を遵
守し、コンプライアンスに取り
組む基本方針・体制がやや不
十分である。

4

会社として労働関係法令を遵
守し、コンプライアンスに取り
組む方針を持っていない。ま
たは、方針はあるが杜撰で実
効性が期待できない。

0 60 46 46 41

個人情報保護対策 10

プライバシーポリシーやプライ
バシーマークを持っており、足
立区の個人情報保護条例等
を理解し、職員に対する教育
も十分に徹底している。

10

プライバシーポリシーやプライ
バシーマークを持っており、足
立区の個人情報保護条例等
を理解し、職員に対する教育
も実施している。

7

プライバシーポリシーを持っ
ており、足立区の個人情報保
護条例等は理解しているが、
職員に対する教育は不十分
である。

4

プライバシーポリシーをもって
おらず、足立区の個人情報保
護条例等に対する理解が不
足し、職員に対する教育も不
十分である。

0 60 48 48 44

第二次審査得点計 160 960 717 672 643

提案書特定者
として決定

審査結果

Ａ社 Ｂ社
評価Ａ 評価Ｂ 評価Ｃ 評価Ｄ

評価項目

評価基準（中間点あり）
配点計
（６名計）

シダックス
大新東
ヒューマン
サービス
株式会社



 

 

 

教 育 委 員 会 情 報 連 絡 

平成２７年１月８日 

件 名 平成２７年度区立学校周年記念式典実施校・実施予定日について 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

平成２７年度の区立小・中学校における周年記念式典等の実施校及び実施予定

日は下記のとおり。 

 

※花畑中学校（27 年度 50 周年）は 28 年度に先送り実施 

 

                 小学校   ７校 

                 中学校   ３校 

                 小中一貫校 １校 

 

 

 

 

 

 

 

実 施 日 学 校 名 周年数 開校年月日 

平成 27 年 

10 月 3 日(土) 

 

鹿浜第一小学校 

 

50 周年 

 

昭和41年 4月 1日 

10月17日(土) 入谷中学校 40 周年 昭和51年 4月 1日 

11 月 7 日(土) 東綾瀬小学校 40 周年 昭和51年 4月 1日 

11 月 7 日(土) 舎人第一小学校 30 周年 昭和61年 4月 1日 

11月14日(土) 鹿浜中学校 50 周年 昭和41年 4月 1日 

11月14日(土) 古千谷小学校 40 周年 昭和51年 4月 1日 

11月21日(土) 入谷南中学校 30 周年 昭和61年 4月 1日 

11月28日(土) 花畑第一小学校 50 周年 昭和40年 4月 1日 

11月28日(土) 興本扇学園 

（興本小･扇中） 

 

10 周年 

 

平成18年 4月 1日 

12 月 5 日(土) 加平小学校 50 周年 昭和40年 4月 1日 

平成 28 年 

2 月 20 日(土) 

 

弘道第一小学校 

 

50 周年 

 

昭和40年 9月 1日 

今後の方針  

 



教 育 委 員 会 情 報 連 絡 

平成２７年１月８日 

件 名 平成２６年度足立区教育委員会児童・生徒褒賞受賞者・団体の決定について

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

 平成２６年度足立区教育委員会児童・生徒褒賞受賞者・団体を決定したので、

下記のとおり報告する。 

記 

 １ 目 的 

 国・東京都並びにこれに準ずる団体等が行う各種文化行事、競技大会等で

優秀な成績を収め表彰されたものや、特に優れていると認められる善行を行

なった区立小・中学校の児童・生徒に対し、その努力と功績を称える。 

 ２ 褒賞対象期間 

   平成２５年１２月１日～平成２６年１１月３０日 

 ３ 受賞者・団体数 

個人：１５０名 

団体：３３団体 

その他：１９名 

 

 ４ 褒賞式 

   日 時 平成２７年２月６日（金） 午後３時００分から 

   会 場 西新井文化ホール 
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教 育 委 員 会 情 報 連 絡 

平成２７年１月８日 

件 名 平成２７年度足立区育英資金予約募集の応募状況について 

所管部課名 学校教育部 学務課 

内 容 

平成２７年度足立区育英資金予約募集の応募状況について、以下のとおり報告

する。 

 

１ 募集期間 平成２６年１０月１日～１１月２８日 

２ 募集人数及び応募人数 

 （１）高校生 

   募集数 応募数 

通常枠 50 名程度 15 名

特例枠 5 名程度 1 名

 

（２）大学生 

   募集数 応募数 

通常枠 50 名程度 15 名

特例枠 5 名程度 0 名

 ３ 今後の日程 

 （１）２月３日 育英資金貸付審議会開催 

（２）２月上旬 貸付決定 
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教 育 委 員 会 情 報 連 絡 

平成２７年１月８日 

件 名 
平成２６年度｢あだち子ども将棋大会｣及び第６回「あだち子ども百人一首大会」

の開催について 

所管部課名 子ども家庭部 青少年課 

内 容 

１ 平成２６年度「あだち子ども将棋大会」の開催 

（１）趣旨 

  ・「伝統や文化に関する教育の充実」 

  ・『将棋』を通して、集中力や判断力、コミュニケーション能力の向上を

図る。 

  ・子どもたちの日本文化を慈しみ、尊重する気持ちを育む。 

（２）日時 

   平成２７年１月２４日（土） 9:20～12:20 

（３）会場 

   千寿本町小学校 

（４）対戦方式 

   ３人一組による団体戦 

（５）対象・参加校数（予定） 

   小学生 ２９校 ６４組 

 

２ 第６回「あだち子ども百人一首大会」（小学生の部、中学生の部）の開催

（１）趣旨 

  ・「伝統や文化に関する教育の充実」 

  ・『小倉百人一首』の暗唱等を通して、日本の言葉の響きに慣れ親しむ。

  ・子どもたちの日本文化を慈しみ、尊重する気持ちを育む。 

（２）日時 

   平成２７年３月７日（土） 

    〔午前〕小学生の部 8:30～12:00 

    〔午後〕中学生の部 13:20～16:30 

（３）会場 

   島根小学校 

（４）対戦方式 

   ３人一組による対抗戦及び個人戦 

（５）参加校数（予定） 

  ・小学校 ７０校 ７２組 

  ・中学校 ３７校 ４０組 

今後の方針  

 



行 事 実 施 結 果 

１２月１日～１２月２６日   青少年課 

 

月 日 行  事  名 時 間 会 場 主催別 参加者

12/3(水) 中高生の居場所作り 15：00～18：00 新田地域学習センター 主催 5 名

12/3(水) 中高生の居場所作り 15：00～18：00 関三いこい広場 主催 10 名

12/7(日) 中高生の居場所作り 15：00～18：00 新田地域学習センター 主催 10 名

12/7(日） ジュニアリーダースーパー研修会 13：30～16：30 ギャラクシティ 共催 32 名

12/7(日) 星空くらぶ（プラネタリウムチーム） 9：00～16：00 ギャラクシティ 共催 20 名

12/10(水) 中高生の居場所作り 15：00～18：00 新田地域学習センター 主催 7 名

12/10(水) 中高生の居場所作り 15：00～18：00 関三いこい広場 主催 5 名

12/14(日) 中高生の居場所作り 15：00～18：00 新田地域学習センター 主催 10 名

12/14(日) あだち日曜教室 9：30～16：00 ギャラクシティ 主催 57 名

12/14(日) ジュニアリーダースーパー研修会 13：30～16：30 ギャラクシティ 共催 32 名

12/17(水) 中高生の居場所作り 15：00～18：00 新田地域学習センター 主催 5 名

12/17(水) 中高生の居場所作り 15：00～18：00 関三いこい広場 主催 10 名

12/20(土) 中高生の居場所作り 15：00～18：00 興本地域学習センター 主催 5 名

12/20(土) あそびのふりま 9:00～17：00 ギャラクシティ 主催 50 名

12/21(日) 中高生の居場所作り 15：00～18：00 新田地域学習センター 主催 10 名

12/23(火) こどもみーてぃんぐ 13：30～16：30 ギャラクシティ 共催 50 名

12/24（水） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 新田地域学習センター 主催 5 名

12/24（水） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 関三いこい広場 主催 5 名

12/27（土） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 興本地域学習センター 主催 5 名

 



行 事 実 施 予 定 

１月５日～１月３１日   青少年課 

 
月 日 行  事  名 時 間 会 場 主催別 参加者

1/4(日) 中高生の居場所作り 15：00～18：00 新田地域学習センター 主催 10 名

1/7（水） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 新田地域学習センター 主催 5 名

1/7（水） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 関三いこい広場 主催 5 名

1/10(土) 中高生の居場所作り 15：00～18：00 興本地域学習センター 主催 5 名

1/10（土） こどもみーてぃんぐ 13：30～16：30 ギャラクシティ 共催 40 名

1/11（日） あだち日曜教室 9：30～16：00 ギャラクシティ 主催 78 名

1/11（日） ジュニアリーダースーパー研修会 13：00～16：00 ギャラクシティ 共催 32 名

1/11（日） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 新田地域学習センター 主催 10 名

1/14（水） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 関三いこい広場 主催 5 名

1/14（水） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 興本地域学習センター 主催 5 名

1/17（土） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 興本地域学習センター 主催 5 名

1/18（日） ジュニアリーダースーパー研修会 13：00～16：00 ギャラクシティ 共催 32 名

1/18(日) 星空くらぶ（プラネタリウムチーム） 9：00～16：00 ギャラクシティ 共催 20 名

1/18(日) 中高生の居場所作り(映画作り) 15：00～18：00 ギャラクシティ 主催 10 名

1/20（火） 紙芝居講座 19：00～21：00ギャラクシティ 主催 10 名

1/21（水） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 新田地域学習センター 主催 10 名

1/21（水） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 関三いこい広場 主催 5 名

1/24（土） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 興本地域学習センター 主催 5 名

1/25（日) こどもみーてぃんぐ 13：30～16：30 ギャラクシティ 共催 40 名

1/25（日） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 新田地域学習センター 主催 10 名

1/29（水） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 関三いこい広場 主催 5 名

1/29（水） 中高生の居場所作り 15：00～18：00 興本地域学習センター 主催 5 名

 
 



行事実施結果（12 月１日～12 月 31 日） 

                   公益財団法人足立区生涯学習振興公社 

日時 行  事  名 時 間 会 場 
主催

別 
参加人数 

11/26・12/3 

(水)２回 

キッズあそびサポーター講習会 

＜運動あそび編＞ 
10：00～12：00 生涯学習センター 主催 計 22 名

12/3(水) 小学校アウトリーチコンサート 2・3 校時 扇小学校 主催 
1 年 1 組 21 名

1 年 2 組 19 名

12/5(金) マイタウンコンサート in 郷土博物館 14：00～15：00 郷土博物館 主催 137 名

12/6(土) 
歓喜の演 Vol.13 その 1 

～遊びをせんとや PART７～ 
14：00～16：00 西新井文化ホール 共催 376 名

12/10(水) 日本将棋連盟連携事業「将棋塾」 14：40～16：30 鹿浜第一小学校 共催 19 名

12/10(水) 日本将棋連盟連携事業「将棋塾」 14：40～16：30 桜花小学校 共催 5 名

12/13(土) 
足立ジュニア吹奏楽団 

クリスマスコンサート 

14：30～15：00

16：00～16：30
アリオ西新井 共催 各回 300 名

12/1・15 

(月)２回 

指導者講習会コーディネーショントレ

ーニングアドバンス対象＜実践編＞ 

C コース：子どもに対するアプローチ法

19：00～20：45 生涯学習センター 主催    計 25 名

12/2～18 

おりがみサポーターによる「キッズおり

がみ教室」（15 会場） 

 

 

千寿桜小、本木小、西

保木間小、伊興小、足

立小、千寿常東小、千

寿第八小、中川北小、

新田小、竹の塚小、舎

人第一小、弘道小、加

平小、舎人小、中川小 

主催 計 269 名

12/19(金) 第 39 回あだちアートリンクカフェ 18：30～20：30 生涯学習センター 主催 32 名

12/22(月) 
読み語りキャラバン 

クリスマスバージョン in 舎人図書館 
15：00～15：40

舎人地域学習センタ

ー 
主催 116 名

9/1～12/22 

(月)12 回 

キッズコーディネーション 

（鹿一キッズ/1・2 年生対象） 
15：45～16：45 鹿浜第一小学校 主催 計 464 名

 

 

 



行事実施予定（1 月 1 日～ 1 月 31 日）          

             公益財団法人足立区生涯学習振興公社    

日 時 行  事  名 時 間 会 場 
主催

別 
参加予定人数

1/10(土) 歓喜の演 Vol.13 合唱 レクイエム 14：00～15：40 西新井文化ホール 主催 850 名

1/14(水) 日本将棋連盟連携事業「将棋塾」 14：40～16：30 鹿浜第一小学校 共催 30 名

1/17(土)・

18(日)２回 
演奏家のためのアウトリーチ講座 10：00～17：00

梅田地域学習センタ

ー 
主催 30 名

1/21(水) ふれあいコンサート 13：30～14：30 西伊興ひまわり園 主催 50 名

1/21(水) 日本将棋連盟連携事業「将棋塾」 14：40～16：30 桜花小学校 共催 25 名

1/22(木) 小学校アウトリーチコンサート 2・3 校時 梅島第二小学校 主催 
1 年 1 組 24 名

1 年 2 組 28 名

1/23(金) 
放課後子ども教室  

新任安全管理講習会 
14：00～15：30

こども支援センター

げんき 
主催 20 名

1/23(金) 第 40 回あだちアートリンクカフェ 18：30～20：00 東京芸術センター 主催 30 名

1/24(土) 

あだちウェルネスカレッジ Vol.6 

「運動のススメ」～手軽にできる全身運

動とその効果～ 

9：30～12：00 生涯学習センター 主催 60 名

1/28(水) 小学校アウトリーチコンサート 2・3 校時 大谷田小学校 主催 
1 年 1 組 19 名

1 年 2 組 19 名
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